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第１章 計画の基本的な考え方 

 

１ 計画策定の趣旨・背景 

 本県は、障害者基本法第 11条第２項に基づく都道府県基本計画である「第５次山形県障が

い者計画」を令和元年に策定し、「障がいのある人もない人も、一人ひとりが主体性を持ちな

がら、その能力を発揮し、活き活きとした生活を共に送ることができる地域社会の実現」を

目指して、障がい者施策を推進してきました。 

また、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（以下、「障害者総

合支援法」）第 89条の規定に基づく「第６期山形県障がい福祉計画」及び児童福祉法第 33条

の 22の規定に基づく「第３期山形県障がい児福祉計画」を一体的に令和３年に策定し、障が

い福祉サービス等の提供体制の確保と業務の円滑な実施が図られるよう取り組んできました。 

この間、政府は、令和５年３月に「第５次障害者基本計画」を策定したほか、令和元年に

「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」（以下、「読書バリアフリー法」）、令

和４年に「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律」

（以下、「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法 」）を施行するなど、

障がいのある人がより参加しやすい社会を形成するための施策の充実を図っています。 

加えて、障がいのある人の重度化や高齢化に応じた取組や増加する発達障がい児や医療的

ケア児への支援など、障がいのある人を取り巻く状況の変化に応じた新たな施策が求められ

ています。 

これらに対応していくためには、福祉、保健、医療、労働、教育など広範な分野の関連機

関・団体が連携し、障がいのある人が必要な福祉サービスを受けながら自らの決定に基づき

社会活動に参加しその能力を最大限発揮できるよう支援するとともに、障がいのある人の社

会参加を制約する社会的障壁を除去していく必要があります。 

 このような障がい福祉に関する状況の変化に適切に対応しながら、本県の障がい福祉施策

を総合的に推進するため、新たに「第６次山形県障がい者計画」を策定するものです。 

 

２ 基本的な考え方 

（１）基本目標 

計画の基本理念を「障がいの有無にかかわらず、一人ひとりが活き活きと、自らが望む地

域で、相互に人格と個性を尊重し、支え合いながら共に生きる山形の実現」とします。 

 

（２）基本的視点 

  基本目標を実現するため、以下の５つの視点を重視し、施策を展開します。 

 

① 障がいを理由とする差別の解消の推進 

 「山形県障がいのある人もない人も共に生きる社会づくり条例」に掲げる「共生する山形」

を目指し、障がいを理由とする差別の解消と共生する社会の実現に向けた取組を推進します。 

 

② 様々な障がいへの対応の強化 

 重症心身障がい児（者）、発達障がい児（者）、高次脳機能障がい者及び難病患者への支援

を充実するなど、様々な障がい等への対応を強化します。また、近年、医療技術の進歩等を
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背景に増加している医療的ケア児への支援も強化します。 

 

③ ライフステージに応じた総合的な支援 

 幼児期における障がいの早期支援の取組や学齢期における教育を充実するとともに、就業

や地域での生活を支援するなど、障がいのある人やこどもがライフステージに応じて適切な

支援を継続して受けられるよう取り組みます。 

 

④ 障がいのある人の地域移行の促進 

 障がいのある人が自らの選択により望む地域で、安心して自立した生活を送るため、地域

の社会資源を最大限活用しながら、本人が主体的にサービスを選択できるよう障がい福祉サ

ービス等の充実を図ります。 

 

⑤ 障がいのある人の活躍の促進 

 障がいのある人が活き活きと個性を発揮しながら、生活をより豊かにしていけるよう、文

化芸術活動やスポーツなど能力・才能を発揮できる場や、障がいの特性や意欲に応じた就労

の場などの拡大を図ることにより、一人ひとりの活躍を促進します。 

 

３ 計画の概要 

（１）計画の位置付け 

① 第６次障がい者計画、第７期障がい福祉計画及び第４期障がい児福祉計画 

本計画は、山形県障がい者計画、山形県障がい福祉計画及び山形県障がい児福祉計画の３

つの計画として一体的に策定するものです。 

これまで本県では、障がい福祉に関する基本計画である山形県障がい者計画と、障がい福

祉サービスの提供体制に関する計画である山形県障がい福祉計画及び山形県障がい児福祉計

画をそれぞれ策定してきましたが、より整合性のある効果的な計画の策定に向け、これらの

３計画を一体的に策定します。 

 

② 読書バリアフリー計画 

 この計画は、読書バリアフリー法第８条の規定に基づく「視覚障害者等の読書環境の整備

の推進に関する計画」として位置付けます。 

 

③ 「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法」 

 この計画は、障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法の規定の趣旨

を踏まえたものとなるよう策定します。 

 

④ 山形県総合発展計画等との整合性 

 本計画は、「山形県総合発展計画」、「山形県保健医療計画」、「山形県地域福祉推進計画」、

「やまがた長寿安心プラン」、「やまがた子育て応援プラン」等との調和を図り、市町村障が

い福祉計画等との十分な連携が保たれた計画とします。 

（２）計画の期間 

令和６年度から令和 11年度までの６年間とします。 
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ただし、「障がい福祉計画・障がい児福祉計画」部分は３年ごとに見直し、令和８年度に

中間見直しとして更新します。 

 

（３）計画推進にあたり期待される役割 

   計画の推進にあたっては、県全体で進めていく必要があり、障がい福祉の向上のために

は、県民等に次のような役割が期待されます。 

  

 ① 当事者及び当事者団体に期待される役割 

障がい当事者には地域社会の一員として、必要な支援を得ながら自らの決定に基づき、

可能な限り地域社会の活動等に参加し、その能力を最大限発揮して自己実現することが期

待されています。また、当事者団体には、特に同じ障がい者仲間からの相談に応じて支援

を行うピアカウンセリングや自主的な訓練等、心の支えなどの部分を充実させていくこと

が求められています。 

 

 ② 障がい福祉サービス等事業者に期待される役割 

専門的なサービスを供給するという責任を認識し、自らサービスの質の向上に努めると

ともに、他の保健医療サービス事業者、福祉サービス事業者との連携を図りながら、共生

社会の理念を理解し、障がいのある人やその家族の意思を尊重しながら、利用者ニーズに

対応したサービスを提供することが求められています。 

 

 ③ 地域の住民等に期待される役割 

障がいのある人を地域社会を構成する一員として受入れ、障がいや障がいのある人につ

いての理解を深めるとともに、ボランティア活動などへの積極的な参加を通じ、普段から

の良好な付き合いや関係づくり、何かあったらお互いに助け合うといった地域づくりが期

待されています。 

 

 ④ 市町村の役割 

市町村には、障がいのある人が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、

生活の実態を把握した上で、必要な支援を総合的かつ計画的に行う役割が求められていま

す。 

 

 ⑤ 県の役割  

ア 市町村への支援 

県全体の情報提供、市町村に対する技術的支援、市町村の独自性を発揮できるような

財政的支援、市町村職員に対する各種研修の実施、広域的な対応が必要な分野への支援

等に力を入れていく必要があります。 

イ 事業者の育成・支援 

障がい福祉サービス事業者等に対する指導監督等を行うとともに、利用者へのサービ

スの質の向上を図るため、障がい福祉サービス事業者等に対する継続的な研修を実施し

ていく必要があります。 
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（４）計画の推進体制 

障がい者施策は、保健、医療、福祉、教育、労働、まちづくり等の生活環境の整備等、広

範な分野にまたがっており、障がいの内容、程度やライフステージに応じたきめ細かな一貫

したサービスが提供できるよう、障がいのある人に着目した横断的な視点を持ちながら、関

係部局、関係機関・団体が連携し、総合的に取り組みます。 

 障がいのある人や障がい福祉関係者などで構成する「山形県障がい者施策推進協議会」に

計画の進捗状況等を報告し、その意見を踏まえ、計画の効果的な推進を図ります。 

 また、計画の進捗状況等を客観的に判断できるよう数値目標を設定し、ＰＤＣＡサイクル

により検証します。 

 

（５）区域の設定 

 本計画における指定障がい福祉サービス等の種類ごとの量の見込みを定める単位となる区

域は、「山形県保健医療計画」の二次保健医療圏との整合性を図り、村山、最上、置賜、庄内

の４圏域とします。 

 

  

圏 域 構 成 市 町 村 

村 山 
山形市、寒河江市、上山市、村山市、天童市、東根市、尾花沢市、 

山辺町、中山町、河北町、西川町、朝日町、大江町、大石田町 

最 上 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村 

置 賜 米沢市、長井市、南陽市、高畠町、川西町、小国町、白鷹町、飯豊町 

庄 内 鶴岡市、酒田市、三川町、庄内町、遊佐町 
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（６）成果目標と活動指標 

 本計画の「障がい福祉計画・障がい児福祉計画」部分（第４章、第５章）において、成果

目標と活動指標を設定していますが、その関連は以下のとおりとなります。 
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第２章 障がいのある人の現状等 

 

１ 身体障がいのある人の現状 

○  令和４年度末（令和５年３月末）における本県の身体障がい者（手帳所持者数）は、

49,259人となっています。平成 30年度末との比較では、全体で 2,811人（3.3％）減少し

ており、全ての年齢区分において減少傾向が見られます。平成 30 年度末時点では全体の

77.3％を占めていた高齢者（65 歳以上）は、令和４年度末には全体の 79％となっており、

身体障がい者のうち高齢者の割合が増加しています。障がいの程度では、３級４級手帳所

持者が全体の 41.3％と、最も高い構成比となっています。 

 

身体障がい者の推移（等級・年齢階層別）               (単位：人) 

区分 
平成 30年度末 令和４年度末 

増減率 
人数 構成比 人数 構成比 

１～２級 

18歳未満 391 0.8% 337 0.7% -13.8% 

18歳～64歳 5,312 10.2% 4,857 9.9% -8.6% 

65歳以上 16,142 31.0% 14,875 30.2% -7.8% 

計 21,845 42.0% 20,069 40.7% -8.1% 

３～４級 

18歳未満 149 0.3% 141 0.3% -5.4% 

18歳～64歳 3,792 7.3% 3,153 6.4% -16.9% 

65歳以上 17,256 33.1% 17,051 34.6% -1.2% 

計 21,197 40.7% 20,345 41.3% -4.0% 

５～６級 

18歳未満 88 0.2% 58 0.1% -34.1% 

18歳～64歳 2,067 4.0% 1,827 3.7% -11.6% 

65歳以上 6,873 13.2% 6,996 14.2% 1.8% 

計 9,028 17.3% 8,881 18.0% -1.6% 

合計 

18歳未満 628 1.2% 536 1.1% -14.6% 

18歳～64歳 11,171 21.5% 9,837 20.0% -11.9% 

65歳以上 40,271 77.3% 38,922 79.0% -3.3% 

計 52,070 100.0% 49,295 100.0% -5.3% 

出典：県障がい福祉課調べ 

（注）構成比については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。 
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〇 障がいの種類別の内訳では、聴覚平衡障がいが増加（2.2％増）しています。また、肢体

不自由（51.6％）と内部障がい（32.5％）で全体の８割以上と大部分を占めています。 

 

身体障がい者の推移（障がい種類別）                 (単位：人) 

障がい種類別 
平成 30年度末 令和４年度末 

増減率 
人数 構成比 人数 構成比 

視覚障がい 2,644 5.1% 2,558 5.2% -3.3% 

聴覚平衡障がい 4,579 8.8% 4,678 9.5% 2.2% 

音声・言語・そしゃく障がい 651 1.3% 603 1.2% -7.4% 

肢体不自由 28,188 54.1% 25,455 51.6% -9.7% 

内部障がい 16,008 30.7% 16,001 32.5% -0.0% 

合計 52,070 100.0% 49,295 100.0% -5.3% 

出典：県障がい福祉課調べ 

 

２ 知的障がいのある人の現状 

〇 令和４年度末（令和５年３月末）現在の療育手帳所持者数は 9,361人（うち 18歳未満が

1,465 人、18 歳以上が 7,896 人）で、平成 30 年度末との比較では全体で、519 人、5.9％

の増加となっています。療育手帳保持者のうちＡ（重度）の方の割合は、全体で 32.7％と

なっています。 

 

知的障がい者の推移（程度別・年齢階層別）              (単位：人) 

区分 
平成 30年度末 令和４年度末 

増減率 
人数 構成比 人数 構成比 

Ａ(重度） 

18歳未満 410 4.6% 396 4.2% -3.4% 

18歳以上 2,568  29.0% 2,661 28.4% 3.6% 

計 2,978  33.7% 3,057 32.7% 2.7% 

Ｂ(中程度) 

18歳未満 1,059  12.0% 1,069 11.4% 0.9% 

18歳以上 4,805  54.3% 5,235 55.9% 8.9% 

計 5,864  66.3% 6,304 67.3% 7.5% 

合計 

18歳未満 1,469  16.6% 1,465 15.7% -0.3% 

18歳以上 7,373  83.4% 7,896 84.3% 7.1% 

計 8,842 100.0% 9,361 100.0% 5.9% 

出典：県障がい福祉課調べ 
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３ 精神障がいのある人の現状 

○ 令和４年度末（令和５年３月末）現在の精神障害者保健福祉手帳所持者は 6,861 人で、

平成 30年度末との比較では全体で 778人、12.8％の増加となっています。精神障害者保健

福祉手帳保持者のうち２級（中度）の方の割合が、48.5％と高くなっています。 

 

精神障害者保健福祉手帳保持者の推移（等級別）            (単位：人) 

区分 
平成 30年度末 令和４年度末 

増減率 
人数 構成比 人数 構成比 

１級 1,576  25.9% 1,395  20.3% -11.5% 

２級 2,844  46.8% 3,327  48.5% 17.0% 

３級 1,663  27.3% 2,139  31.2% 28.6% 

合計 6,083 100.0% 6,861 100.0% 12.8% 

出典：県障がい福祉課調べ 

 

４ 発達障がいのある子ども（人）の現状 

○ 発達障がい児（者）の人数を正確に把握することはできませんが、発達障害者支援法により

県立こども医療療育センターに設置している発達障がい者支援センターにおける相談件数は、

令和４年度で 1,376件となっています。  

 

発達障がい者支援センターでの相談件数                 (単位：件) 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

延件数 1,733 1,356 1,383 1,650 1,376 

出典：県障がい福祉課調べ 

 

５ 医療的ケア児の現状 

〇 県内の医療的ケア児は、令和５年９月１日時点で 161 人となっており、増加傾向にあり

ます。また、全国の医療的ケア児は、「医療的ケア児に対する実態調査と医療・福祉・保健・

教育等の連携に関する研究（田村班）」の報告によると、令和３年度は約 20,180人（推計）

となっており、増加傾向にあります。 

 

県内における医療的ケア児数                     (単位：人) 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

人数 136 116 145 165 161 

出典：県障がい福祉課調べ 

 

全国の在宅の医療的ケア児の推計値（０歳～19歳）                   (単位：人) 

 平成 17年度 平成 21年度 平成 25年度 平成 29年度 令和３年度 

人数 9,987 13,968 15,892 18,951 20,180 

出典：厚生労働省作成資料「医療的ケア児について」（「医療的ケア児に対する実態調査と医療・福祉・保健・教育等の 

連携に関する研究（田村班）」から厚生労働省が作成） 
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６ 高次脳機能障がいのある人の現状 

〇 高次脳機能障がい支援センターにおける相談件数は、平成 30 年度との比較で 174 件、

33.1％の増加となっています。 

 

高次脳機能障がい支援センターでの相談件数              (単位：件) 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

延件数 525 508 669 679 699 

出典：県障がい福祉課調べ 

 

７ 難病患者の現状 

○ 令和４年度末（令和５年３月末）現在の医療費助成対象疾病数は 338疾病で、指定難病患

者と特定疾患患者を合わせた患者数は 8,079人です。また、平成 30年度との比較では、患

者数が 1,068人、15.2％の増となっています。 

 

医療費助成対象疾病数及び指定難病患者数の推移         (単位：疾病数、人) 

 平成 30年度 令和４年度 増減数 増減率 

対象疾病数 331 338 7 2.1％ 

患者数 

指定難病患者数 6,989 8,063 1,074 15.4％ 

特定疾患患者数 ※ 22 16 -6 -27.3％ 

計 7,011 8,079 1,068 15.2％ 

※ 特定疾患治療研究事業では、難病法施行後も引き続きスモン等４疾患を助成対象としている。 

出典：県障がい福祉課調べ 
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第３章 施策の基本的方向   

１ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

◇ 現状と課題 

（差別の解消） 

○ 「障害者差別解消法」を踏まえ、県では平成 28年４月に「山形県障がいのある人もな

い人も共に生きる社会づくり条例」を施行し、障がいを理由とする差別の解消に県民一体

となって取り組み、障がいの有無に関わらず誰もが共生する社会の実現を目指していま

す。 

○ 平成 28年５月には、医療・福祉、教育、産業、交通、スポーツ・芸術、行政など、各

分野の団体等を構成員とする「障がいのある人もない人も共に生きる社会づくり県民会

議」を設置し、共生社会の実現に向けた推進体制を整備しました。 

○ 「障害者差別解消法」の改正により、令和６年４月から事業者による障がいのある人へ

の合理的配慮の提供が義務になります。 

○ 令和５年４月現在、県内の全市町村で障がい者差別解消条例が施行されています。 

○ 共生社会の実現のためには、様々な心身の特性や考え方を持つ全ての人々が、相互に理

解を深めようとコミュニケーションをとり支え合う「心のバリアフリー」を推進し、不当

な差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供に関する知識と理解を深める取組を実施して

いく必要があります。 

○ また、山形県の未来を担う子どもたちが、早い段階から障がいのある人と触れ合い、共

に過ごす時間を持つことで、障がいのある人と障がいのない人が地域で互いに支え合い、

共に暮らす社会を当たり前のこととする土壌を養うことが重要です。 

 

（権利擁護の推進、虐待の防止） 

○ 障がいのある人に対する虐待を防止し、権利・利益を擁護するため、平成 24 年 10 月

に「障害者虐待防止法」が施行され、国や地方公共団体、障がい福祉事業者、企業等に、

虐待を防止するための責務や、通報義務が課されています。 

○ 県では、市町村等の関係機関と連携し、虐待防止や通報義務の周知・啓発を行ってきま

したが、現在でも一定数の虐待の事実が確認されており、権利擁護の一層の徹底が求めら

れています。 

障がい者虐待の状況                          （単位：件） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

施設での従事者による虐待 5 3 3 １ 

家庭での養護者による虐待 9 10 15 14 

 出典：県障がい福祉課調べ 

（成年後見制度の普及促進） 

○ 高齢化の進行により、成年後見制度の利用を必要とする人が今後ますます増えること

が見込まれるため、制度の周知・徹底、後見人等の受任者の確保等により制度の円滑な運

用を図る必要があります。 
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≪施策の方向≫ 

（１）障がいを理由とする差別の解消の推進  

（差別解消に向けた啓発・広報・コミュニケーションの促進） 

○ 法及び条例の趣旨に基づき、障がいを理由とする差別の解消と共生社会の実現に向けた

施策を実施します。 

○ 内部障がいや難病の方など、援助や配慮を必要としていることが外見からは分からない

方が、周囲に配慮を必要としていることを知らせ、援助を得やすくなることを目的とした

ヘルプマークが、必要とする方に行き渡るよう、総合支庁及び市役所・町村役場等におい

て配布を行うとともに、県民に広く定着するよう普及活動に取り組みます。 

○ 「障がいのある人もない人も共に生きる社会づくり県民会議」において、各関係機関・

団体等の障がいを理由とする差別の解消に関する取組や課題等について情報共有を図ると

ともに、その実施を支援します。 

○ 障がいのある人に対する県民の理解を促進するため、様々な広報媒体を活用し、障がい

を理由とする差別の解消及び心のバリアフリーの促進等をテーマにした広報を展開します。 

○ 「障がい者差別解消強化月間」を設定し、特に啓発・広報活動の充実に努めるとともに、

障がいのある人とない人がコミュニケーションを深めることによる相互の理解の促進と社

会全体の意識の醸成を図ります。 

 

（心のバリアフリーの推進） 

○ 地域や職場において、障がいを理由とする差別の解消に中心的な役割を担う、心のバリ

アフリー推進員の養成研修の実施を通して、障がい及び障がいのある人に対する正しい知

識と理解を持ち、障がい特性や場面に応じた必要な配慮が行われる環境の整備に努めます。 

○ 養成した心のバリアフリー推進員に対して随時相談に応じながら、普及に際して必要な

パンフレットや資料、情報等を提供するなど、推進員の地域や職場における効果的な普及

活動を後押ししていきます。 

 

（福祉交流教育の推進） 

○ 県教育委員会は、「山形県障がいのある人もない人も共に生きる社会づくり条例」の趣旨

を踏まえ、子どもたちが、障がいのある人について正しく理解するよう啓発に取り組んで

いきます。 

○ 障がいのある子どもが、障がいのない子どもと共に学ぶためには、個々の障がいに応じ

た合理的配慮が必要であり、合理的配慮に対する理解を広げ、支援が適切に提供されるよ

う推進していきます。 

○ 居住地校交流及び学校間交流や、共同学習、福祉教育等を推進し、地域で共に尊重し合

いながら協働して生活していく態度を育みます。 

○ 山形県社会福祉協議会と連携し、社会福祉協議会・学校・ボランティア等が一緒になっ

て地域ぐるみで福祉教育を推進する環境づくりを推進します。 

 

（行政サービス等における配慮） 

○ 障がいのある人が来庁した際は、不当な差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供等に配

慮し、職員の適切な対応に努めます。 
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（２）権利擁護の推進、虐待の防止  

（障がいのある人に対する虐待の防止） 

○ 障がいのある人に対する虐待の防止や早期

発見、虐待を受けた人に対する保護や自立の

支援、養護者による虐待防止のための養護者

に対する支援を行うため、市町村や労働局な

どの関係機関と連携・協力し、相談支援体制

を確保します。 

○ パンフレットの作成・配布などにより、通

報義務や通報・相談窓口等を周知し、虐待防

止に関する県民の意識向上を図ります。 

○ 指定障がい福祉サービス事業所等の管理者

等や市町村職員を対象とした研修会を開催

し、虐待について知識を深めるとともに、指

定障がい福祉サービス事業所等に対する指導

監査等の機会を通して、虐待事案の未然防止

及び早期発見を図ります。 

 

（成年後見制度の普及促進） 

○ 障がいにより判断能力が十分でない人を保護するための成年後見制度について、必要と

する全ての人が本制度を利用できるよう、関係機関とともに制度の普及や活用を促進する

取組を進めていきます。 

 

 

  

差別解消啓発パンフレット 
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２ 安全・安心な生活環境の整備 

◇ 現状と課題 

○ 本県では「山形県みんなにやさしいまちづくり条例」を制定し、不特定または多数の

人が利用する施設等について整備基準を定め、障がいのある人等が自らの意思で自由に

行動し、社会に参加できる環境整備（福祉のまちづくり）を推進してきました。 

○ 引き続き、県民や事業者がみんなにやさしいまちづくり条例の趣旨を理解し、積極的

に取り組んでいけるよう啓発活動や情報提供の充実を図る必要があります。 

○ 障がいのある人がそれぞれの地域で暮らしていくために、安全に安心して生活できる

住環境の整備、移動しやすい環境の整備、アクセシビリティ（利用しやすさ）に配慮し

た施設等の普及促進をはじめとした、障がいのある人に配慮したまちづくりの総合的な

推進等が求められています。 

○ 障がいのある人の生活環境における社会的障壁の除去を進め、アクセシビリティの向

上を図ることが重要です。 

≪施策の方向≫ 

（１）みんなにやさしいまちづくりの総合的な推進  

○ 県民や事業者が「みんなにやさしいまちづくり」に取り組むことができるよう、啓発活

動や情報提供を推進します。 

○ 「やまがたバリアフリーＭＡＰ」の内容の充実をはじめとして、ユニバーサルデザイン

やバリアフリーに配慮した施設等の情報を容易に得ることができるように努めます。 

○ 障がいのある人が、公共施設や店舗等の身体障がい者等用駐車施設を安心して利用でき

るよう利用証制度の適切な運用を推進します。 

 

（２）居住環境整備の推進  

（住宅施策からの対応） 

○ 住宅のバリアフリー化を支援し、公営住宅についてはバリアフリー仕様の導入（新築・

建替え、住戸改修）を推進します。 

○ 住宅セーフティネット制度を活用し、住宅の確保に配慮が必要な方の入居を拒まない賃

貸住宅の登録を推進します。 

 

（福祉施策からの対応） 

○ 施設入所者の地域移行と定着を推進するため、障がいのある人の地域における居住の場

の一つとして、重度障がい者にも対応できる共同生活援助（グループホーム）の整備を推

進します。 

 

（３）移動しやすい環境の整備等  

（ハード面での対応） 

○ 障がいのある人が円滑に公共交通機関を利用できるようにするため、主要な駅、ターミ

ナルにおいて、事業者や市町村、関係機関と連携を図りながら、バリアフリーを推進して

いきます。 
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○ バス車両等のバリアフリー化については、事

業者への補助を通じて低床型車両（ノンステッ

プバス）等の導入を推進します。 

○ 交通量が多く歩行者が危険である道路や、歩

道が設置されていても幅員が狭い、段差がある

といった課題がある箇所について、バリアフリ

ーに配慮した歩道の整備などを進めていきま

す。 

○ 障がいのある人が、安心して生活できる環境

の実現を図るため、音の出る信号機や歩車分離

式信号などのバリアフリーに対応した信号機の整備等を推進します。 

○ 特に歩行者の多い市街地中心部の歩道には、災害時に強く、安全で円滑な交通を確保す

るため、歩道の無電柱化や排水施設、無散水消雪等の融雪施設の整備を推進します。 

 

（ソフト面での対応） 

○ 障がいのある人の円滑な移動を確保するため、移動支援事業等を実施する市町村への支

援を行うほか、身体障がい者補助犬育成給付事業を実施します。 

 

（４）アクセシビリティに配慮した施設、製品等の普及促進  

○ バリアフリー観光窓口を設置し、障がいのある人の旅行をサポートするとともに、県ホ

ームページによるバリアフリー観光の情報発信を行います。 

○ 「山形県みんなにやさしいまちづくり条例」で定める生活関連施設の新築・増改築等に

際し、条例施行規則で定める基準に適合するよう助言を行います。 

○ 利用者が多い又は主として高齢者や障がいのある人等が利用する都市公園施設について、

バリアフリーに配慮した施設整備を推進します。 

○ 障がいのある人の日常生活の便宜を図る用具の給付等を行う日常生活用具給付等事業に

ついて、実施する市町村へ支援を行うとともに、必要に応じて市町村に各自治体の取組事

例などを情報提供します。 

 

  

導入されたノンステップバス 
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３ 情報アクセシビリティ（利用しやすさ）の向上及び意思疎通支援の充実   

◇ 現状と課題 

○ 障がいのある人が、広く社会活動に参加するためには、情報の十分な取得利用・円滑な

意思疎通が必要不可欠であることから、令和４年５月に「障害者情報アクセシビリティ・

コミュニケーション施策推進法」が施行されました。 

○ 同法の理念に基づき、意思疎通支援を担う人材の育成・確保やサービスの円滑な利用の

促進等を通じて意思疎通支援の充実を図ることが重要です。 

○ また、平成 29年３月施行の「山形県手話言語条例」に基づき、手話が言語であるとの

認識のもと、手話に対する県民の理解を深め、手話の普及と手話を使用しやすい環境づく

りに取り組む必要があります。 

○ 「読書バリアフリー法」が令和元年６月に施行され、障がいの有無に関わらず、読書を

通じて文字・活字文化の恵沢を享受することができるよう、読書環境の整備推進に関する

施策を策定・実施することが地方公共団体の責務となっています。 

県内市町村における手話通訳者の派遣状況（地域生活支援事業） 

 
派遣要綱

制定 

市町村数 

市町村の派遣名簿登録者数（人） 派遣 

回数

（回） 

前年比 
手話通訳士 手話通訳者 手話奉仕員 計 

令和元年度 31 73 148 107 328 1,847 -9.8% 

令和２年度 32 73 136 96 305 1,641 -11.2% 

令和３年度 32 75 140 84 299 1,913 16.5% 

令和４年度 32 85 177 84 346 2,063 7.8% 

出典：県障がい福祉課調べ 

≪施策の方向≫ 

（１）障がいのある人の情報取得等に関する支援  

○ 視覚障がいや聴覚障がいがある人の情報通信技術（ＩＣＴ）の利活用の機会拡大を図る

ため、障がいの特性に応じたＩＣＴ講習会を開催するとともに、障がいのある人のパソコ

ン機器等の使用を支援するボランティアの養成・派遣を行い、障がいによる情報格差が生

じないよう、情報通信技術の活用を推進します。 

○ 点字図書館及び県聴覚障がい者情報支援センターについて、視覚障がいや聴覚障がいがあ

る人に関する情報拠点施設として充実を図ります。 

 

（２）情報提供の充実等  

○ 県政情報を提供する県ホームページなどにおいて、視覚障がいや聴覚障がいのある人へ

の配慮を実施するなど、障がいの特性に応じたアクセシビリティの向上に努めます。 

○ 視覚障がいのある人が使用する音声コードの普及を進めていきます。 

 

（３）意思疎通支援の充実  

○ 手話通訳者、要約筆記者及び盲ろう者向け通訳・介助員等の意思疎通支援者を養成する

とともに、意思疎通支援者の養成研修に必要な指導者を養成します。 

○ 意思疎通支援者の派遣について、意思疎通支援事業により実施する市町村を支援します。 
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○ 意思疎通支援者の市町村域を超えた派遣等を推進していきます。 

○ 障がいのある人が利用しやすい書籍・電子書籍等の製作のため、点訳や音訳、テキスト

化等に携わるボランティアを養成するとともに、支援者の資質向上を図るための研修会を

開催します。 

〇 県民向けの出前手話研修会の開催や、手話ハ

ンドブックの作成・配布等により、手話に対す

る県民の理解を促進します。 

○ 疾病等により咽頭を摘出し、音声機能を喪失

した方に対する発声訓練（人工咽頭訓練）を実

施するとともに、その指導者を養成します。 

 

（４）行政情報のアクセシビリティの向上 

（災害時の情報提供体制の整備促進） 

○ 災害発生時もしくは災害が発生するおそれがある場合に、障がいのある人に対して適切

に情報を伝達できるよう障がい特性に配慮した情報伝達の体制や環境の整備を促進します。 

 

（緊急通報の手段の周知） 

○ 火災や救急事案の発生時に、聴覚や言語機能に障がいのある人がどこからでも円滑な緊

急通報を行うことができるよう、通報手段について周知を図ります。 

 

（行政の情報提供における障がい別配慮） 

○ 県政情報を提供する県ホームページなどにおいて、視覚障がいや聴覚障がいのある人へ

の配慮を実施するなど、障がいの特性に応じたアクセシビリティの向上に努めます。（再掲） 

○ 障がいのある人が来庁した際は、不当な差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供等に配

慮し、職員の適切な対応に努めます。（再掲） 

○ 障がいのある人が投票しやすい環境を整備するため、公職選挙法等で定められた取組の

ほか、取組を補完する情報提供を行います。 

 

（５）読書バリアフリーの推進 

○ 県及び県教育委員会は、点字図書館及び公立図書館等について、点字図書や拡大図書等

の障がいがある人が利用しやすい書籍等の充実に努めるとともに、これらの円滑な利用を

推進します。 

○ 県及び県教育委員会は、点字図書館及び県立図書館において、インターネット経由で利

用できる全国的なネットワークサービス（サピエ図書館等）の周知を図るとともに、その

利用を促進します。 

〇 障がいのある人が利用しやすいデイジー図書などの電子書籍等を利用するための端末機

器等について、情報提供を行います。 

○ 視覚障がいのある人が電子書籍等を利用するにあたって必要となるＩＣＴ技術の習得を

支援するため、講習会を開催するとともに、機器の利用を支援するボランティアの養成・

派遣を行います。 

音訳ボランティアによる録音図書の作成 
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○ 障がいのある人が利用しやすい書籍・電子書籍等の製作のため、点訳や音訳、テキスト

化等に携わるボランティアを養成するとともに、支援者の資質向上を図るための研修会を

開催します。（再掲） 

  



18 

 

４ 防災、防犯等の推進 

◇ 現状と課題 

（防災） 

○ 障がいのある人は、避難行動時に支援が必要となる場合が多いほか、障がいの特性上、

避難生活を送る上で特別な支援を必要とする方が多くなると考えられます。そのため、大

雨等に由来する水害・土砂災害が毎年のように発生している現状では、配慮や備えについ

て、事前に体制を整備しておくことが急務となっています。 

○ 災害発生時に、障がいのある人をはじめとした自力避難等が困難な状況に置かれる避

難行動要支援者を適切に避難誘導するためには、避難支援者の確保が必要であり、県や市

町村、防災関係機関、社会福祉施設、医療施設、地域住民等が連携した支援体制の整備が

必要です。 

○ 災害発生により、被災地域の精神保健医療機能が一時的に低下し、更に災害ストレス等

により新たに精神的問題が生じる等、精神保健医療への需要が拡大した際に、専門性の高

い精神科医療の提供と精神保健活動の支援を継続する「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡ

Ｔ）」が県内８病院に配置されているところですが、災害発生時における精神保健医療へ

の対応力強化が必要です。 

 

（防犯） 

○ 障がいのある人は犯罪に巻き込まれた場合、警察への通報や相談にも困難を伴うため、

必要な知識を習得する機会の提供、家族や地域全体による見守り体制を構築することが

重要です。 

○ 障がいのある人は、高齢者とともに消費者被害が懸念されることから、消費者啓発を進

めるほか、家族や、地域住民など周囲の身近な人の見守りが必要です。 

≪施策の方向≫ 

（１）災害時における障がいのある人への支援  

（事前の体制整備） 

○ 障がいがあり災害時に支援が必要な要配慮者となっている人の、迅速な避難支援及び的

確な安否確認等を行うため、「避難行動要支援者名簿」の作成・更新を促すとともに、関係

機関や地域と情報共有を行い、災害時における連携協力を図ります。 

○ 社会福祉施設等を利用する災害時要配慮者の安全を確保するため、社会福祉施設等の耐

震化を支援します。 

○ 避難行動要支援者の避難支援に係る個別避難計画の作成・更新を市町村に働きかけ、支

援体制の整備を促進します。また、実効性のある計画とするため、市町村と連携し、防災

関係機関、社会福祉施設、医療施設、地域住民等のほか、地域における幅広い団体・企業

等にも着目し、新たな支援者の担い手の確保を図る取組を進めます。 

○ 福祉避難所の指定や避難所運営マニュアル等の整備を市町村に働きかけます。 

○ 自衛消防組織の設置や情報連絡体制の確立、防災訓練の実施など、社会福祉施設等にお

ける防災体制の充実を支援します。 

○ 災害時要配慮者へのパンフレットの配布等により避難行動要支援者名簿の作成や迅速・

確実な避難のための避難支援等関係者との情報共有等について理解を深めてもらうととも

に、広報誌等により災害時要配慮者支援の啓発と知識の普及に努めます。 
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（災害時の情報提供） 

○ 市町村に対し、地震・津波情報や気象警報、避難指示などの危機管理情報について、障

がいの内容や程度に対応した提供手段の構築を働きかけるとともに、市町村防災行政無線

や緊急速報メール等の多様な情報伝達手段の整備を促進します。 

 

（災害時の精神科医療提供体制の確保） 

○ 災害発生時の精神保健医療のニーズの把握

や地域精神科医療への支援などの対応力を強

化していくために、研修会を開催し、ＤＰＡ

Ｔ隊員養成と技能向上を図ります。 

   

（２）防犯対策等の推進  

○ 障がいのある人及びその家族等を含む地域

住民を対象とする防犯教室の開催、講師の派

遣を通し、防犯意識の高揚を図ります。 

○ 警察等と協力し、特殊詐欺や身近な犯罪等の発生状況に応じた防犯広報啓発に努め、障

がいがある人を支える家族等を含む地域全体における防犯活動の活性化を図ります。 

○ 障がいのある人も含め地域住民が犯罪に遭わないよう、地域における防犯ボランティア

の養成とスキルアップのための防犯指導者講習会を開催します。 

○ 障がいのある人が犯罪の被害に遭った場合、関係機関と連携しながら、社会全体で支援

していくための体制を充実します。 

 

（３）消費者トラブルの防止  

○ 市町村や、福祉関係団体、消費者団体等の消費者啓発の担い手と連携し、障がいのある

人の周囲の身近な人による見守りに関する意識を醸成するため、啓発活動を行います。 

〇 障がいのある人の消費者被害防止のため、市町村における見守りネットワーク（消費者

安全確保地域協議会）の設置を促進します。 

 

  

DPAT実動訓練 
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５ 保健・医療の推進 

◇ 現状と課題 

（精神保健・医療の適切な提供等） 

○ 本県における令和４年度末の精神通院医療費公費負担受給者数は 13,711人、精神障害

者保健福祉手帳所持者数は 6,861人で、精神疾患を有する人は年々増加しています。 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者数                   （単位：人） 

 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

人数 6,083 6,282 6,483 6,656 6,861 

出典：県障がい福祉課調べ 

 

○ 精神疾患はできるだけ早く、正しい対処や治療がなされれば、回復も早く軽症で済む可

能性が高いことから、早期に適切な治療につなげる取組が重要です。 

○ 精神疾患における重症化の防止のためには、適切な治療と患者の状況に応じた精神科

医療の提供が重要です。 

○ これまでの統合失調症を中心とした医療に加え、全国と比較し患者数の多い依存症な

どに対応する専門医療の充実が必要です。 

 

（精神科救急医療体制の確保） 

○ 本県の精神科救急医療体制は、かかりつけの精神科医療機関による対応を基本としつ

つ、夜間や休日における医療体制を確保するため、県内を「村山」「置賜」「庄内・最上」

の３ブロックに分け、精神科救急医療施設による輪番制の当番病院のほか、常時対応型病

院での受入体制を整備しています。 

○ 急性期の集中的治療を充実し、早期の退院を図る入院病棟を持つ病院（精神科救急入院

料認可施設「精神科スーパー救急」）は、村山ブロックに２病院（山形さくら町病院、若

宮病院）、置賜ブロックに２病院（佐藤病院、米沢こころの病院）、庄内・最上ブロックに

１病院（県立こころの医療センター）が認可され、県全体を網羅しています。 

○ 大量服薬や外傷などの身体的症状を合併する精神疾患患者については、適切な医療機

関への搬送までに長時間を要することがあり、その対応が課題となっています。 

○ 県精神科救急情報センターは、県民からの精神科救急医療相談への対応及び受診が必要な

方の受入れ病院の調整を実施しており、活用を促進していくことが必要です。 

 

（地域リハビリテーション体制の充実） 

○ 障がいのある人が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしを営むことができる

よう、医療の提供・支援をできる限り地域において行う必要があります。 

 

（発達障がいに対する支援の充実） 

○ 近年発達障がいについての認知が進んだことにより、発達障がいの疑いのある児童の発

見件数が増加傾向にあり、受診及び発達支援へのニーズが高まっています。 

○ 発達障がいのある人（子ども）の円滑な社会適応には、早期支援が重要であり、保育士

等身近な支援者の障がいへの理解促進が重要です。 
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○ 発達障がいのある子どもの専門医療機関である、県立こども医療療育センター小児科

への受診希望者が多いことから、診療に対応できる医療機関の確保と、診断前からの支援

の充実が求められています。 

県立こども医療療育センターにおける発達障がい新患申込件数       （単位：件） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

未就学児 333 328 305 335 

就学児 63 92 108 120 

計 396 420 413 455 

出典：県障がい福祉課調べ 

（保健・医療を支える人材の育成・確保） 

○ 本県では、「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」を策定し、総合的な看護師

等確保対策を推進していますが、需要数に対する供給数のギャップ解消までには至らず、

医療現場等では看護師等が不足しています。 

○ 高齢化等による障がいの重度化・重複化の予防及びその対応に留意する必要があり、質

の高い理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士等の人材を確保していく必要があります。 

 

（難病に関する保健・医療施策の推進） 

○ 長期の療養を必要とする難病患者が身近な医療機関等で適切な医療を受けながら生活

を送るためには、地域における難病医療提供の充実と医療機関等の連携が必要です。 

○ 難病の各疾病や領域ごとの特性に応じ、多様な難病患者への支援策、地域の実情に応じ

た難病に関する医療を提供する体制の構築が求められています。 

 

（障がいの原因となる疾病等の早期発見・治療） 

○ 障がいの原因となる疾病等の適切な予防や早期発見・治療の推進を図るため、妊娠，出

産期や幼児期から高齢期に至るまで，切れ目のない保健、医療、福祉サービスの提供や、

早期発見・適切な治療へとつなげていく体制の整備が重要です。 

≪施策の方向≫ 

（１）精神保健・医療の適切な提供等  

（多様な精神疾患に対応した精神科医療体制の構築） 

○ 精神疾患の早期発見と早期治療につなげるために、市町村と連携し、一般県民、当事者

家族等を対象とした研修会や家族教室等を開催し、統合失調症やうつ病、依存症などの精

神疾患や精神に障がいのある人に関する正しい知識の普及と理解の促進を図ります。 

○ 精神疾患患者が病期や状態に応じて適切な精神科医療を受けることができるよう、医療

機関の情報の患者等への提供に努めます。 

○ 精神疾患患者の多様なニーズに応じた専門的な医療提供に対応できる人材の育成など、

医療提供体制の強化を図り、精神疾患患者の状況に合わせて適切な医療が提供できる体制

の構築を推進します。 

（精神科救急医療体制の確保） 

○ 救急患者の受入れに関する情報交換の場を設定し、精神科医療機関ごとの精神科救急に

おける役割分担の明確化を図ります。 
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○ 個別ケース事例検討等を通して、一般救急医療機関と精神科救急医療機関の連携体制の

強化に努めます。 

○ 精神科救急情報センターについて、各種媒体を活用した情報発信により、同センターの

認知度の向上に努めるとともに、相談員の対応能力の向上を図り、活用の促進を図ります。 

 

（２）保健・医療の充実等  

（地域リハビリテーション体制の充実） 

○ 障がいのある人が自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な医療費（自立支援

医療費）の助成を行っていきます。 

○ 地域におけるリハビリテーション関係機関の連携体制を検討し、住み慣れた地域や家庭

で、症状に応じた適切なリハビリテーションが継続して受けられる体制（地域リハビリテ

ーション体制）の整備を図ります。 

 

（発達障がいに対する支援の充実） 

○ 県民への普及啓発及び支援者への支援技術向上を図るため、県発達障がい者支援センタ

ー及び各保健所において、正しい知識の理解を促進する研修会を開催します。 

○ 発達障がいの診療に対応できる医療機関の調査を毎年実施し、結果を公表するとともに、

かかりつけ医を対象とした研修会を実施していきます。 

○ ライフステージに対応した継続支援のために、「やまがたサポートファイル」の普及・定

着を図るとともに、就学前から就労までの各支援機関が一堂に集う協議の場を設け、関係

機関の連携強化を図ります。 

○ 各保健所において圏域単位で発達障がい者支援体制推進会議を開催し、関係機関と連携

しながら支援体制の強化に取り組むとともに、支援に携わる関係者への理解促進と支援技

術向上のための研修等を開催し、身近な支援者を育成していきます。 

○ 地域における発達障がいのある子どもの早期支援につなげるため、市町村に公認心理師

を派遣し、発達相談や発達検査を行う取組を推進していきます。 

○ 県立福祉型障がい児入所施設は、多様化・複雑化が進む入所児の障がいに対し、より的

確に対応していくとともに、地域療育の拠点施設として、高まっている療育相談のニーズ

に応えていくために、専門的な研修への職員派遣や県立こども医療療育センターにおける

現場実習、施設内での伝達・活用研修の実施等により、施設職員のスキルアップを図りま

す。 
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（３）保健・医療を支える人材の育成・確保  

○ 「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」に基づき、「学生の確保定着」「キャリ

アアップ」「離職防止」及び「再就業の促進」を施策の柱とし、看護職員の確保対策を総合

的に推進します。 

〇 県内の養成機関においては、より高度な医学知識と医療技術を有し、患者ニーズの多様

化に対応できる質の高い保健医療従事者を養成し、安定的に供給するよう努めるとともに、

卒業生の県内定着を促進します。 

発達障がいの支援イメージと当県における発達障がい支援施策 

「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」 

出典：県地域医療支援課作成資料 
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（４）難病に関する保健・医療施策の推進 

○ 在宅難病患者の療養環境の整備を図るため、医療・保健・福祉、教育、雇用等関係機関・

団体で構成する難病対策地域協議会を開催し、地域における難病患者の支援体制の連携強

化を図ります。 

○ 様々な難病の患者に対する適切な医療の提供と、医療機関等の連携を図るため、難病医

療提供体制の中核として指定した難病診療連携拠点病院及び難病診療分野別拠点病院とと

もに、山形県難病医療ネットワークの拡充に努めます。 

○ 県難病相談支援センターにおいて、在宅で療養する難病患者の日常生活における相談・

支援、地域交流活動の促進及び就労支援など、難病患者等が持つ様々なニーズに対応した

きめ細かな支援を実施します。 

 

（５）障がいの原因となる疾病等の早期発見・治療  

○ 発見が遅れることで知的障がい等が出現するおそれのある疾病を早期発見し、早期に必

要な治療を行うことにより障がいの発生を予防するため、新生児先天性代謝異常等検査を

実施するとともに、慢性疾病により長期に渡り療養を必要とする児童等の社会生活への自

立を促進するため、地域の実情に応じた相談支援等の充実を図ります。 
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６ 自立した生活の支援・意思決定支援の推進 

◇ 現状と課題 

（意思決定支援の推進） 

○ 障がいのある人が障がい福祉サービス等を適切に利用することができるよう、意思決

定支援の質の向上や意思決定支援ガイドラインの普及を図る必要があります。 

○ 知的障がいや精神障がいにより判断能力が不十分な人が、成年後見制度を適切に利用

できるよう支援する必要があります。 

 

（障がいの特性に応じた相談支援体制の構築） 

○ 平成 24年に改正された「身体障害者福祉法」及び「知的障害者福祉法」により、市町

村等における相談支援体制の充実強化が強く求められており、身体障害者相談員、知的

障害者相談員の資質向上が必要です。 

○ ひきこもりの長期化・高齢化が進んでおり、早期解決に向けた支援へのニーズは高ま

っていますが、ひきこもる要因は多岐に渡ることから、支援者のスキルアップを図ると

ともに、異なる分野の関係機関同士が円滑に連携し、多角的な支援を行っていく必要が

あります。 

○ 発達障がいへの関心の高まりから、発達障がいのある人への支援ニーズが高まってお

り、市町村や関係機関等の相談対応力の向上や、困難事例に対応できる連携支援体制の

整備等、地域での相談・支援体制の強化が求められています。 

○ 県発達障がい者支援センターでは、発達障がいのある子どもの地域における生活の支

援のため、引き続き療育機関等との連携を強化する必要があります。 

○ 県発達障がい者支援センターの相談の３割以上を学童期が占めており、就学などの環

境の変化により、障がい特性による問題の顕在化が見られます。 

○ 就学や進学、就労等ライフステージの変更により発達障がいのある人への支援が途切

れることのないよう支援体制の整備が必要です。 

○ 高次脳機能障がいの相談対応では、障がい特性から高い専門性を必要とするため、関

係機関と連携し、包括的な支援を行うための支援ネットワーク体制の整備が必要です。 

○ 特に若年の高次脳機能障がいのある人は、地域の中で孤立しやすい状況にあるため、

同じ障がいを持つ仲間と出会い、日中活動する場や、社会復帰訓練の場が必要です。ま

た、県内における高次脳機能障がいへの理解や支援の地域格差を小さくしていくことも

重要です。 

○ 難病の患者等が持つ様々なニーズに対応するため、医療・保健・福祉等関係機関と連

携した支援が必要です。 

 

（地域における相談支援体制の構築） 

○ 各市町村では、地域における障がいのある人への支援体制の整備にあたり、地域内の

関係機関等で構成される市町村（自立支援）協議会を活用して関係機関の連携強化等を

推進する必要があります。 

○ 障がいのある人やその家族のニーズは、進学や就職等ライフステージにより変化し、

障がい福祉分野だけでは完結しないため、保健・医療・教育・労働などの支援を担う関

係機関との連携を密にして対応する必要があります。 
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○ 民生委員・児童委員は、地域住民の様々な相談に応じ、必要な福祉サービスにつなぐ

ことや、福祉サービスに関する情報の適切な提供など、地域と行政をつなぐ重要な役割

を担っていますが、近年、地域生活課題が多様化・複雑化する中、民生委員・児童委員

に期待される役割も複雑化していることから、その活動支援に向けた取組が必要となっ

ています。 

○ 社会環境の変化とともに、依存症関連相談やひきこもりなど、相談支援における難易

度も高まっており、相談機関の専門的スキルや相談支援の技術向上が必要です。 

〇 様々な要因がからみあう複雑困難な相談ケースが多くなっており、地域の保健・医療・

福祉の関係機関・団体における相互の連携が必要となっています。 

 

（地域移行支援、在宅サービス等の充実） 

○ 障がいのある人が住み慣れた地域で、本人の意向に即して充実した生活を送ることが

できるように、福祉関係機関や医療機関と連携を図りながら、地域での生活を継続でき

るように支援する必要があります。 

○ 病状は安定しているものの、退院しても受け入れ先がないなどの理由により入院し続

けているいわゆる社会的入院患者の地域移行を推進していくことが必要です。 

〇 退院した精神障がいのある人が安定した地域生活を送るためには、グループホーム等

の住まいの場の確保のほか、外来医療、デイケア、訪問看護等による継続的な医療の提

供と障がい福祉サービスによる生活支援、精神障がいに対する地域住民の理解が必要で

す。 

 

（重度化・高齢化・「親亡き後」を見据えた体制づくり） 

○ 障がいのある人の重度化・高齢化が進んでおり、いわゆる「親亡き後」を見据え、居

住支援の機能をもつ地域生活支援拠点整備を推進する必要があります。 

○ 障がい者支援施設の入所者の高齢化が進んでおり、介護が必要な入所者も増加してい

ることから、個々の実態に合わせた支援を適切に行うことができるよう体制を整える必

要があります。 

 

（障がいのある子どもに対する支援の充実） 

○ 障がいのある子どもへの支援は、障がいの状況やライフステージの変化、家族の状況

等により、様々な機関が関係していることから、一人ひとりの子どもの状況に応じてよ

り適切で総合的な支援ができるよう、地域における支援体制を整備することが必要で

す。 

○ 障がいのある子どもの親は、障がいの受容から、子どもの就学・就労、日常の介護に

よる負担など、様々な不安を抱えていると考えられるため、段階に応じて、気軽に相談

できる場を作る必要があります。 

○ できるだけ住み慣れた地域や居宅で暮らし続けることができるよう、各サービスの量

的確保に加え、質の向上を図ることが求められています。 

 

（医療的ケア児への支援） 

○ 医療的ケア児や重症心身障がい児が、そのライフステージや心身の状況に応じて、身
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近な地域で必要な支援を受けられるよう、関係機関の連携強化や、在宅生活を支えるサ

ービスの充実が必要です。 

〇 医療的ケア児とその家族が地域で安心して生活を送るためには、広域的・専門的な相

談支援や、医療・福祉・保健・教育その他関係機関との連携・調整等の実施が不可欠で

あり、これらを支える人材の養成・確保と、総合的な支援体制の構築が必要です。 

 

（障がい福祉サービスの質の向上等） 

○ サービス提供の実施主体である市町村は、障がいのある人の個々のニーズを的確に把

握するとともに、地域における社会資源の整備と質の向上に取り組む必要があります。 

○ 利用者本位の質の高いサービス提供のためには、各事業者は自ら提供するサービスに

ついて点検し、改善していく必要があります。 

 

（福祉用具その他アクセシビリティの向上に資する機器の普及促進等） 

○ 障がいのある人や難病患者の不便を補う補装具、日常生活用具や身体障がい者補助犬

等は、障がいや難病による不便を解消し、自立や社会生活につながり、在宅介護者の負

担も軽減することができることから、使用にかかる支援が求められています。 

 

（障がい福祉を支える人材の育成・確保） 

○ ケアを必要とする人の更なる増加が見込まれる中、住み慣れた地域での暮らしを支え

る障がい福祉サービス等を担う人材の確保が重要な課題となっています。 

○ 長期的な視点で、計画的な人材育成を図るため、指導者も含めた障がい福祉サービス

従事者の人材育成の指針となる人材育成ビジョンについて、実情に合わせた検証等が必

要です。 

〇 求人が有資格者、専門職種に集中する傾向があり、専門資格を有する求職者の確保や

就職後のキャリアアップ、離職者の再就業への支援が求められています。 

≪施策の方向≫ 

（１）意思決定支援の推進 

○ 相談支援従事者やサービス管理責任者等を対象として、意思決定支援ガイドラインを活

用した研修を開催し、事業所の職員の意思決定支援にかかる考え方や必要性への理解を深

めます。 

○ 障がいにより判断能力が十分でない人を保護するための成年後見制度について、必要と

する全ての人が、本制度を利用できるよう、関係機関とともに制度の普及や活用を促進す

る取組を進めていきます。（再掲） 

 

（２）相談支援体制の構築 

（障がいの特性に応じた相談支援体制の構築） 

○ 市町村が配置している身体障害者相談員、知的障害者相談員に対して、各種情報の提供

や相談対応能力の向上を図るための研修会等を実施し、相談員の資質の向上に努めます。 

○ 「自立支援センター巣立ち」による相談支援等を展開していくとともに、ひきこもり相

談支援者を対象とした専門研修会の開催により、支援者のスキルアップと、関係機関同士

の更なる連携強化に努めます。 
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○ ひきこもりを抱える家族や本人に対して、ひきこもり支援に携わる支援機関とともに継

続的な支援を行うひきこもりサポーター（ひきこもり本人や家族等に対する支援に関心の

ある者）の養成を行います。 

○ 若者相談支援拠点による相談支援等を展開していくとともに、「山形県子ども・若者支援

協議会」を開催し、関係機関同士の連携強化に努め、ひきこもり等の困難を有する子ども・

若者に対する支援を効果的かつ円滑に実施します。 

○ 各保健所において圏域単位で発達障がい者支援体制推進会議を開催し、関係機関と連携

しながら支援体制の強化に取り組むとともに、支援に携わる関係者への理解促進と支援技

術向上のための研修等を開催し、身近な支援者を育成していきます。（再掲） 

○ 県立こども医療療育センターは、在宅の障がいのある子どもに係る療育相談・指導の専

門機関として地域生活を支援するとともに、地域の中核的な療育支援施設である児童発達

支援センターとして、その専門機能を活かし、療育機関に対して療育技術の指導等を行い

ます。 

○ 県発達障がい者支援センターは、発達障がい支援の中核的・専門的機関として、発達障

がいのある人やその家族に対する相談支援等を行うとともに、関係機関と連携しながら、

ライフステージに対応した地域支援体制の充実を図っていきます。 

○ 県立福祉型障がい児入所施設は、多様化・複雑化が進む入所児の障がいに対し、より的

確に対応していくとともに、地域療育の拠点施設として、高まっている療育相談のニーズ

に応えていくために、専門的な研修への職員派遣や県立こども医療療育センターにおける

現場実習、施設内での伝達・活用研修の実施等により、施設職員のスキルアップを図りま

す。（再掲） 

○ 山形市（国立病院機構山形病院）及び鶴岡市（鶴岡協立リハビリテーション病院）に設

置している高次脳機能障がい者支援センターにおいて、高次脳機能障がいのある人及びそ

の家族等への専門的相談支援、復学・就労等の社会復帰支援、地域支援ネットワークの整

備、高次脳機能障がいへの支援手法等に関する研修等、支援の充実に努めるほか、正しい

知識の普及啓発を行い、障がいへの理解を促進します。 

○ 難病患者及びその家族の抱える様々な悩みや不安を和らげ、適切な治療を受けながら生

活することができるように、県難病相談支援センターにおいて、難病に関する情報の発信、

各種情報提供や相談対応、ピアサポート等の患者交流事業及び医療機関を始めとする関係

機関との連携による患者支援を行い、相談支援機能の充実を図ります。 

 

（地域における相談支援体制の構築） 

○ 市町村における総合的な相談支援体制の充実に向けて、県自立支援協議会において、市

町村（自立支援）協議会の実態把握を行い、関係機関の連携強化、障がいのある人の個別

のニーズに応じた社会資源の開発等を推進します。 

○ 地域共生社会の実現に向けた取組として、地域包括支援センターにおいて、高齢者のほ

か、障がいのある人や児童への相談対応や、関係機関との連絡調整を行い、包括的な支援

体制づくりに努めます。 

○ 民生委員・児童委員の制度や活動内容、守秘義務等について、広報誌やホームページな

どで広く周知し、活動しやすい環境を整えるとともに、活動に必要な知識・技能を習得す

るための研修を実施し、資質向上を図ります。 
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○ 障がいのある人の相談支援における中核的な役割を担う機関として、各市町村への基幹

相談支援センターの設置を促進し、相談支援体制の強化を図ります。 

○ 県自立支援協議会圏域相談支援連絡会及び県自立支援協議会相談支援推進員の活動を通

し、圏域における相談支援体制の充実強化を図ります。 

○ 各種相談支援に携わる職員を国が主催する研修会に派遣するなど、専門的スキルの向上

を図るとともに、相談窓口の周知に努めます。 

○ 障がいのある人が自らの経験に基づき、同じ障がいのある仲間からの相談に応じて、自

立に向けた支援を行うピアカウンセリングに対する支援に努めます。 

○ 県精神保健福祉センターは、保健所、市町村等関係機関の精神保健福祉業務に従事する

職員等に対する専門的研修を行い、支援技術の向上を図るとともに、保健所、市町村、民

間支援団体などが抱える地域の複雑困難なケースについて、専門的立場から技術指導及び

技術援助を行います。 

 

自立支援協議会を構成する関係者イメージ   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：厚生労働省作成資料「地域生活支援拠点等について」 

 

（３）地域移行支援、在宅サービス等の充実 

（地域移行の推進） 

○ 障がいのある人の地域生活への移行を推進するため、障がい特性やニーズに応じたサービ

スをできるだけ身近な地域で利用できるよう日中活動事業所等の量的・質的拡大やケアマネ

ジメントの充実を図るとともに、社会福祉施設等施設整備費国庫補助金等を活用したグルー

プホーム等の整備を、市町村や地域の支援機関と連携して進めます。 

○ 精神疾患を有する長期入院患者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをする

ことができるよう、市町村等における医療・保健・福祉の関係機関の連携による精神障が

いにも対応した地域包括ケアシステムの構築を促進します。 

○ 地域に移行する際の住まいの確保や、地域における医療提供体制及び相談支援・自立生

活援助・自立訓練等の障がい福祉サービス提供体制の充実を促進します。 

○ 地域住民における精神疾患及び精神障がいのある人に対する理解醸成を推進します。 

○ 市町村と連携し、統合失調症やうつ病、依存症などの精神疾患や精神障がいのある人に関

する正しい知識の普及と理解の促進を図るため、一般県民、当事者家族等を対象とした研修

会や家族教室等の開催を促進します。 
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精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム 

出典：厚生労働省「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る検討会」報告書 

 

（在宅サービス等の充実） 

○ 市町村と連携しながら、生活介護、就労継続支援等の指定障がい福祉サービス事業所の

拡充を図ります。 

○ 県難病相談支援センターにおいて、在宅で療養する難病患者の日常生活における相談・

支援、地域交流活動の促進及び就労支援など、難病患者等が持つ様々なニーズに対応した

きめ細かな支援を実施します。（再掲） 

○ 訪問支援等を含めた地域資源の活用による地域生活支援を推進します。 

○ 障がいのある人の円滑な移動を確保するため、移動支援事業等を実施する市町村への支

援を行うほか、身体障がい者補助犬育成給付事業を実施します。（再掲） 

 

（重度化・高齢化・「親亡き後」を見据えた体制づくり） 

○ 地域生活への移行等に係る相談やグループホームへの入居体験の機会等の提供、ショー

トステイ等による緊急時の受入体制の確保など、地域における居住支援のための機能を集

約した地域生活支援拠点等の整備について、各市町村の状況・課題・意向等の把握に努め

るとともに、他都道府県の動向・先進事例等についての情報を共有するなど、各市町村と

連携して取り組んでいきます。 

○ 介護保険施設への入所が適当と思われる入所者のスムーズな移行を図るため、市町村に

おける障がい・介護担当部局間の連携の推進及び制度の周知を行うことで、移行を促進し

ていきます。 

○ 介護保険サービス施設・事業所、障がい福祉サービス事業所及び市町村に対し、「共生型

サービス」の創設に伴う基準・報酬について、周知を図り、共生型サービスに取り組む事

業所の普及に努めます。 
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○ 高齢期を迎えた障がいのある人に対して、個々の実態に合わせた支援が適切に行えるよ

う体制を整えます。 

 

地域生活支援拠点等のイメージ図   

出典：厚生労働省作成資料「地域生活支援拠点等について」 

 

（４）障がいのある子どもに対する支援の充実 

（受入体制・支援体制の確保） 

○ 保育所や放課後児童クラブ等で障がいのある子どもの受入れが行われるよう支援してい

きます。 

○ 市町村が行う日中一時支援事業など、地域で必要な支援については、地域のニーズや動

向を踏まえ、市町村や関係事業者と連携し、受入体制の確保に努めます。 

○ ノーマライゼーションの理念に基づき、障がいのある子どもの在宅生活を支援し、併せ

て家庭への育児支援を図るため、市町村と連携し、相談支援と在宅障がい福祉サービスの

充実及び療育支援の強化を図ります。あわせて、居宅訪問型児童発達支援の指定事業所の

拡充を図ります。 

○ 円滑な就学や就学後の一貫した支援のため、保健・医療・福祉の関係機関が連携し、幼

稚園保育所等で行われた支援を確実に小学校へ引き継ぐ体制を構築していきます。 

○ 障がいのある子ども及びその家族に対し、障がいの疑いがある段階から身近な地域で支

援できるように、障がい種別に関わらず、質の高い専門的な発達支援を行う障がい児通所

支援等の充実を図ります。 

 

（相談支援体制の充実） 

○ 市町村、保健所、医療機関、児童相談所、保育所、児童発達支援センター及び学校など

の機関は、障がいのある子どもの親が抱えている不安や疑問にできるだけ早く対応してい

きます。 

○ 県立障がい児入所施設における保護者等に対する相談支援等を実施し、身近な地域にお

ける支援を展開していきます。 

○ 発達障がいのある子どもの家族に対する支援を充実するため、同じ障がいのある子ども

を持つ先輩保護者をペアレントメンターとして養成します。 

（身近な地域における通所支援等のサービス提供） 

○ 児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所については、地域のニーズを踏ま

えてサービス提供体制の整備を進め、指定事業所の拡充を図り、身近な地域での療育がで

きるようにしていきます。 
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○ 地域において中核的な役割を担う児童発達支援センターの設置を各市町村に促し、地域

全体の障がいのある子どもに対する支援の質の底上げを図ります。 

○ 県立こども医療療育センターにおいて、常時医療的ケアを要する重症心身障がい児の短

期入所受入れに対応するほか、重症心身障がい児が身近な地域で必要な支援を受けられる

ように、児童発達支援及び短期入所事業所の拡充や支援体制の充実を図ります。 

 

（医療的ケア児への支援） 

○ 医療的ケア児の支援に関わる保健・医療・福祉・教育等の関係機関が連携を図る協議の

場を設置し、医療的ケア児への支援に関する課題や対応策の検討を行い、身近な地域で必

要な支援を受けられるよう支援体制の充実を図ります。 

○ 県医療的ケア児等支援センターにおいて、医療的ケア児とその家族の様々な相談を受け

付け、適切な支援を受けられるよう、医療・福祉・保健・教育その他関係機関との連携・

調整等を実施し、総合的な対応を行います。 

○ 医療的ケア児への支援を総合調整する医療的ケア児コーディネーターの養成研修や、各

分野において看護師や介護職員をはじめとする医療的ケア児を直接処遇する職員への研修

を通して、医療的ケア児を支える人材の育成を図ります。 

〇 医療的ケア児を介護する家族の負担軽減に向け、市町村や医療機関、事業者等と連携し

ながら支援の充実を図ります。 

○ 保育所等における医療的ケア児の受入体制を整備するため、保育所等で医療的ケア児の

保育を実施する市町村を支援します。 

○ 県教育委員会は、日常的に医療的ケアを必要とする児童生徒が在籍する特別支援学校には、

必要な専門性を身に付けた看護師を確実に配置するとともに、安全で適切な医療的ケアの実

施や、高度な医療的ケアへの対応に資する研修会を開催していきます。 

 

（５）障がい福祉サービスの質の向上等 

○ 障がい福祉サービスを提供する事業所職員の

資質向上に資する研修を実施します。 

○ 市町村が実施する地域生活支援事業を支援し

ます。 

○ 市町村が行う障がいのある人に対する相談支

援事業について、県自立支援協議会相談支援推

進員を派遣して地域のネットワーク構築に向け

た助言・調整等の広域的な支援を行います。 

○ 福祉サービス事業者に第三者評価の制度周知や受審を働きかけるなど、評価機関と連携

して制度の普及促進に努めます。 

○ 利用者の苦情に迅速・的確に対応できるよう、県福祉サービス運営適正化委員会の運営

を支援します。 

○ 障がいのある人に対して必要な福祉サービス等の情報提供が速やかに行われるよう、地

域の保健・医療・福祉事業の従事者間で連携を図ります。 

○ 情報公表制度に基づき、障がいのある人やその家族が個々のニーズに応じた良質なサー

ビスを選択できるようにするとともに、事業者によるサービスの質の向上を図ります。 

サービス管理責任者養成研修 
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（６）福祉用具その他アクセシビリティの向上に資する機器の普及促進等 

○ 障がいのある人の日常生活の便宜を図る用具の給付等を行う日常生活用具給付等事業を

実施する市町村へ支援を行うとともに、必要に応じて市町村に各自治体の取組事例などを

情報提供します。（再掲） 

○ 事業の実施主体となる市町村に対し、軽度・中等度の難聴児に対する補聴器購入費助成

事業の実施を促します。 

○ 身体障がい者補助犬を使用することにより、社会参加の促進が見込まれる希望者に対し

て、障がい者補助犬育成給付事業により補助犬を給付するとともに、身体障がい者補助犬

に関する県民の理解が深まるよう周知啓発を図ります。 

 

（７）障がい福祉を支える人材の育成・確保 

（福祉サービス従事者の育成・確保） 

○ 障がい福祉サービス従事者等の人材育成の指針となる人材育成ビジョンについて、評価

検討や従事者の意見を踏まえて実情に応じた見直しを行い、山形県が目指す人材育成のあ

り方を明確にします。 

○ 求人求職情報サイトを活用して、求職者の具体的な就労に繋がる就職斡旋を行うととも

に、有資格者のマッチングを推進します。 

○ 県福祉人材センターに配置されているキャリア専門員のハローワーク訪問、福祉関係の

事業所へ就職を希望する方に対する巡回相談や、事業所内研修への講師派遣による人材確

保・定着に向けた支援など、福祉、介護職についての理解を深める機会を提供します。 

○ 障がいのある人のニーズやサービス利用状況を的確に判断し、サービス等利用計画を策

定できる相談支援専門員の養成や資質向上が図られるよう、カリキュラムの充実を図りな

がら、研修を実施します。 

○ 視覚障がいのある人の外出時に必要な支援を行う同行援護従業者や、強度行動障がいを

有する方に対し適切な支援を行う従業者の養成を図ります。 

○ 重度障がい者が年々増加している背景を踏まえ、当事者が望む地域生活等を送ることが

できるよう、たんの吸引等を必要とする人に対応できる介護職員等を養成します。 

○ 福祉・介護職員の人材育成、確保、定着、離職防止を図るため、職員をサポートする事

業を総合的に実施し、福祉・介護職員が安心して仕事に従事できる支援体制を構築してい

きます。 

○ 県内事業者に対し、福祉・介護職員処遇改善加算等の取得を促進し、賃金水準の向上を

図ります。 

○ 市町村が配置している身体障害者相談員、知的障害者相談員に対して、各種情報の提供

や相談対応能力の向上を図るための研修会等を実施し、相談員の資質の向上に努めます。

（再掲） 

 

（ボランティア活動の推進・人材の養成） 

○ 視覚障がいや聴覚障がいがある人の情報通信技術（ＩＣＴ）の利活用の機会拡大を図る

ため、障がいの特性に応じたＩＣＴ講習会を開催するとともに、障がいのある人のパソコ

ン機器等の使用を支援するボランティアの養成・派遣を行い、障がいによる情報格差が生

じないよう、情報通信技術の活用を推進します。（再掲） 
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○ 障がいのある人が利用しやすい書籍・電子書籍等の製作のため、点訳や音訳、テキスト

化等に携わるボランティアを養成するとともに、支援者の資質向上を図るための研修会を

開催します。（再掲） 

○ 手話通訳者、要約筆記者及び盲ろう者向け通訳・介助員等の意思疎通支援者を養成する

とともに、意思疎通支援者の養成研修に必要な指導者を養成します。（再掲） 
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７ 教育の振興  

◇ 現状と課題 

○ 障がいの有無にかかわらず、共生社会の実現に向け、可能な限りともに教育を受けるこ

とのできる仕組みの整備を進めることが必要です。 

○ 障がいのある子どもの学びの場が多様化する中で、あらゆる学びの場の担当者が、イン

クルーシブ教育システムの考え方を踏まえた特別支援教育について理解する必要があり

ます。 

○ インクルーシブ教育の実施にあたっては、特別支援教育に携わる教員だけではなく、全

ての教員が合理的配慮の必要性や内容について、深く理解していることが必要です。 

○ 特別支援学校では、在籍児童生徒が増加傾向にあり、有する障がいの重度・重複化、多

様化の進行に伴い、教育的ニーズもますます多様化していくことが予想されるため、これ

に対応できる授業づくりや指導が求められています。 

○ 障がいのある幼児児童生徒及び学生に対する適切な支援を行うことができるよう、環

境の整備に努めるとともに、合理的配慮の提供等を一層充実させることが必要です。 

○ 医療的ケア児は年々増加していることから、保育所や特別支援学校において、医療的ケ

ア児の受入体制を整備する必要があります。 

○ 社会の障がい者雇用に対する認知度が広まったことにより、特別支援学校の卒業生の

働く意欲を高めて、就労できるよう努める必要があります。 

○ 県立社会教育施設（図書館、博物館、青少年教育施設、生涯学習センター）については、

障がいのある人の生涯にわたる学びを支援していく必要があります。 

 

≪施策の方向≫ 

（１）インクルーシブ教育システムの推進 

○ 県教育委員会は、障がいのある子どもが、他の子どもと共に学び共に活躍するために必

要な合理的配慮の普及を促進するとともに、適切に提供されるよう推進します。 

○ 県教育委員会は、障がいのある子どもたちと、

障がいのない子どもたちや地域社会の人たちと

の交流及び共同学習の充実・拡大を図っていき

ます。 

○ 県教育委員会は、すべての教員を対象として、

合理的配慮の必要性やその具体的な内容等につ

いて周知する機会と手立て（研修会の開催等）を

設け、理解の増進を図っていきます。 

 

（２）教育環境の整備 

○ 特別支援学校は、児童生徒の障がいの状況や学

習状況に応じた教育課程を編成するとともに、授業研究を活性化し、一人ひとりの障がい

やニーズに応じたきめ細かな授業づくりを進め、授業改善を図っていきます。 

○ 小・中学校、高等学校は、集団の中で適切な支援を行っていくため、ユニバーサルデザ

インの７つの視点を取り入れた授業づくりを進め、正しい理解のもと、全ての児童生徒の、

できる喜びや学ぶ意欲が高まるような効果的な授業実践に努めます。 

共同学習（外国語活動） 

（酒田特別支援学校と立川小学校） 
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○ 設置校が年々増えている通級指導教室について、担当教員が適切な教室運営や自立活動

の指導が行えるよう専門性向上に資する研修体制を整えます。 

○ 県教育委員会は、特別支援教育に携わる教員全てが、高い専門性を持ち、自信と意欲を

もって指導にあたることができるよう、特別支援学校共有免許状未保有の教員へ、免許状

の取得を促していきます。 

○ 県教育委員会は、早期からの相談体制や、子どもの成長の度合い等に鑑みた柔軟で適切

な就学のための取組を実施するとともに、幼稚園・保育所から小学校、小学校から中学校、

中学校から高等学校と学びの場が変わった際に有効な指導・支援が切れ目なく行われるよ

うに、個別の指導計画や個別の教育支援計画を確実に引き継ぐことを推進していきます。

また、それを活用した支援を行い、ＰＤＣＡサイクルで改善を進めながら、関係者や関係

機関と情報を共有し、指導・支援を行っていきます。 

○ 県教育委員会は、医療・保健・福祉・労働等の関係機関と連携を図って支援を検討し、

互いに協力し合いながら障がいのある子どもをチームで支援する体制（横のつながり）の

構築を推進していきます。 

○ 保育所の改修に対する支援や、児童館や認可外保育施設等における受入れに対する経費の

補助を行い、障がいのある子どもの保育所等での受入体制を整備していきます。 

○ 保育所等における医療的ケア児の受入体制を整備するため、保育所等で医療的ケア児の

保育を実施する市町村を支援します。（再掲） 

○ 県教育委員会は、日常的に医療的ケアを必要とする児童生徒が在籍する特別支援学校には、

必要な専門性を身に付けた看護師を確実に配置するとともに、安全で適切な医療的ケアの実施

や、高度な医療的ケアへの対応に資する研修会を開催していきます。（再掲） 

 

（３）高等教育における障がい学生支援の推進  

○ 県教育委員会は、ハローワーク等の就労関係機関との連携を密にし、就労に向けてステッ

プアップを必要としている方に対して、卒業生を会計年度任用職員として雇用する「特別支

援学校ステップアップ雇用事業」を適切に周知し、効果的な支援となるように取り組みます。 

○ 特別支援学校へ就労支援コーディネーターを配置し、実習先、就労先の開拓の実施、障

害者就業・生活支援センター等の関係機関と連携した就労先とのミスマッチ解消等に取り

組みます。 

 

（４）生涯を通じた多様な学習活動の充実 

○ 県及び県教育委員会では、県立社会教育施設（図書館、博物館、青少年教育施設、生涯

学習センター）において、誰もが参加できる、それぞれの施設の特色を活かした魅力あるプ

ログラムを提供するよう努めます。 

○ 県教育委員会は、障がいのある人の生涯学習について優れた取組を行っている団体を顕

彰し、取組を紹介していきます。 

○ 県教育委員会は、各市町村社会福祉協議会等の関係機関と連携を深めながら、中・高校

生にボランティア活動の機会を提供します。 



37 

 

８ 雇用・就業、経済的自立の支援 

◇ 現状と課題 

○ 就労は、障がいのある人が地域で自立した生活を営むために重要であり、働く意欲のあ

る人が、その適性に応じて能力を十分に発揮することができるよう、多様な就業機会の確

保が求められています。 

○ 障がいのある人の雇用については、就職前から職場に定着するまで、一貫した支援が必

要です。 

○ 県では、関係機関との連携の下に、職業能力開発を推進していますが、能力や適性及び

雇用ニーズに応じた取組を、さらに強化する必要があります。 

○ 県内の就労継続支援Ｂ型事業所の平均工賃は全国と比べて低くなっており、工賃向上

を図るなど、一般就労が困難な人に対する支援が必要です。 

○ 農林業の分野においては、労働力が不足しており、様々な分野からの労働力確保につい

て検討されているとともに、障がいのある人の就労機会を拡大する必要があることから、

農福連携の取組が必要です。 

≪施策の方向≫ 

（１）総合的な就労支援 

○ 企業と障がいのある人双方のニーズや現状を把握しながら、効果的な職業訓練を実施し

ていくため、ハローワークや支援機関等との連携を強化していきます。 

○ 地域における関係機関等のネットワークを活用し、各企業の実態に応じた支援につなげ

ることで、障がいのある人の就労の場の確保に努めます。 

○ 障がい者雇用促進セミナーの開催や、法定雇用率未達成企業の訪問等により、障がいの

ある人の雇用に対する理解を促進していきます。 

○ 就労に必要な生活リズムの確立、健康管理、

金銭管理及び生活設計など、日常生活に必要

な能力や習慣の習得について、障害者就業・生

活支援センターにおいて支援を行います。 

○ アビリンピックの県大会開催への協力や、

全国大会参加者の引率等について、関係機関

と連携しながら取り組んでいき、県民の障が

いがある人への理解を深めるとともに、働く

場、活躍の場を増やすことにつなげます。 

 

（２）障がいのある人の雇用の促進 

○ 県職員の採用に当たっては，障がいのある人を対象とした職員の選考試験を実施すると

ともに、会計年度任用職員の採用の拡大を図ります。また、雇用の促進と合わせて職場定

着に向け、障がいのある人が働きやすい職場環境づくりを進め、障がい者雇用の法定雇用

率を達成します。  

○ 企業の求人に適切に応えられるよう、障害者就業・生活支援センターによる就業支援・

生活支援や、就労移行支援・就労継続支援などの障がい福祉サービスを活用した支援を行

います。 

全国アビリンピック（全国障害者技能競技大会） 

入賞した本県選手（ビルクリーニング） 
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（３）障がい特性に応じた就労支援及び多様な就業の機会の確保 

○ 企業と障がいのある人双方のニーズや現状を把握しながら、効果的な職業訓練を実施し

ていくため、ハローワークや支援機関等との連携を強化していきます。（再掲） 

○ 県発達障がい者支援センターを中核として、就労支援機関と連携し、発達障がいのある

人の就労についての理解促進と支援の充実を図ります。 

○ ２か所の県高次脳機能障がい者支援センターを中核として、高次脳機能障がいのある人

への相談支援、就労等社会復帰支援、関係機関との支援ネットワークの充実を図ります。 

 

（４）一般就労が困難な障がいのある人に対する支援 

○ 工賃向上に関するＰＤＣＡサイクルの確立と事業所の更なる意識向上を図るため、事業

所に対して働きかけを行います。 

○ 県共同受注センターにおいて、企業等の理解と協力を得ながら、企業等から発注情報を収集

して事業所に取引の斡旋・紹介等を行い、事業所の受注機会の確保に努めます。 

○ 企業的経営手法の導入により事業所の効果的な経営改善を図るため、専門的な知識を有

するアドバイザーを事業所へ派遣し、工賃向上に向けた取組を支援していきます。 

○ 「障害者優先調達推進法」の主旨に基づき、毎年度、障がい者就労施設等からの物品及

び役務の調達を推進するための方針を定め、工賃向上のための受注機会の確保に努めます。 

○ 市町村等に対し、毎年度の調達方針の策定や調達の推進等について働きかけるほか、県

内事業所の製品等の情報を提供することにより、市町村等も含めた県内公的機関の優先調

達を推進します。 

 

（５）農福連携の推進 

○ 農福連携推進員の活動により、農業者等と施設外就労として農作業に取り組む障がい者

就労事業所とのマッチング支援等を行います。 

○ 自ら農業経営を行う障がい者就労事業所に対して、農作業の技術的助言等を行う専門家

派遣等の支援を行います。 

○ 県農福連携推進センターに集約された、農業と福祉双方のニーズや情報を共有し、地域

の実情に応じた取組が柔軟に行われるよう、市町村との連携を図ります。 

○ 県内４地域ごとに現地視察研修・交流会等を実施し、従事可能な作業や必要な配慮など

について農業者や事業所指導員等の理解の促進を図り、農福連携に取り組む農業者・障が

い者就労事業所の増加につなげます。 

○ 農福連携とともに、林福連携を推進するため、農福連携推進員が林業とのマッチングを

行うなど、林業分野における就労を推進していきます。 
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９ 文化芸術活動・スポーツ等の振興  

◇ 現状と課題 

○ 文化芸術活動や、レクリエーション、スポーツへの参加は、生活を豊かにするととも

に、これらを通じた交流により障がいのある人とない人との相互の理解と認識を深め、障

がいのある人の自立と社会参加の促進へつながります。 

○ 文化芸術活動を通じた障がいのある人の個性と能力の発揮及び社会参加の促進を図る

ため、「障害者文化芸術活動推進法」が平成 30年６月に施行されました。 

○ 障がいのある人が多様な文化芸術活動に参加できるよう、また、県民が身近に障がい者

芸術を享受し、障がいへの理解が深まるように、障がいのある人の文化芸術活動を幅広く

促進していく必要があります。 

○ 2020 東京パラリンピックを契機とした障がい者スポーツに対する関心の高まりを受

け、障がい者スポーツに対する理解を深め、振興を図る必要があります。 

○ 共生社会の実現に向け、障がいの有無にかかわらず誰もが障がい者スポーツに親しめ

る機会を作るとともに、地域における一層の普及に努め、競技性の高い分野におけるアス

リートの育成強化を図る必要があります。 

○ 障がい者スポーツの分野においては、障がいのある人が能力を発揮できる機会の拡大

が重要であり、実施人口の拡大と関係機関の活動支援が望まれます。 

○ 地域において障がいのある人のスポーツ活動を進めていくにあたっては、普及する人

材や、大会開催等を支えるボランティアの確保が課題となっています。 

≪施策の方向≫ 

（１）文化芸術活動を通した社会参加の推進  

○ 障がいのある人の文化芸術活動を支援する拠点である「やまがたアートサポートセンタ

ー」の活動を中心に、相談支援、鑑賞・創造・発表等の機会の確保、情報の収集・発信等

を行い、障がいのある人による幅広い文化芸術活動の促進や展開に取り組みます。 

○ 「やまがたアートサポートセンター」を拠点に、関係団体・機関等の連携等により、文

化芸術活動を支援する人材の育成や関係者のネットワークづくりを進め、障がいのある人

が文化芸術活動に親しみ、参加する機会等の充実を図ります。 

○ 県民芸術祭等への障がいのある人の参加促進を通して、年齢や障がいの有無等にかかわ

らず文化を鑑賞、創造、参加することができる環境づくりを進めます。 

○ 隣県と合同で障がい者芸術作品展を開催し、多様な作品や話題性のある作品を相互に展

示することにより、県民が障がい者芸術に関心を持ち、親しむ機会を提供するとともに、

芸術活動を行っている本県の障がいのある人が、隣県の方と交流し活動範囲を広げる機会

とします。 

 

（２）スポーツ活動を通した社会参加の推進  

○ 各種障がい者スポーツの出前教室を開催するなど、障がいのある人が取り組みやすいス

ポーツ・レクリエーションの普及を図り、関係団体等と連携しながら、障がい者スポーツ

の裾野を広げる取組を進めます。 

〇 障がい者スポーツに対する県民の理解を深めるため、障がいの有無に関わらず参加でき

る障がい者スポーツ教室の開催などにより、障がいのある人とない人の交流を推進します。 
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○ 障がいのある人が地域において気軽に参加できるよう、スポーツ大会の種目やレクリエ

ーション行事の内容を工夫するとともに、市町村等との連携・協力により、地域住民との

交流が図られるような体制づくりを進めます。 

○ 特別支援学校の生徒に対して、東北・全国の体育大会出場を支援し、特別支援学校にお

ける体育・スポーツの一層の振興を図ります。 

○ 特別支援学校においては、オリンピックやパラリンピックの種目を学校活動や交流活動

に採り入れるなどして、個々の障がいの実態に合わせ、スポーツに取り組む機会の充実を

図っていきます。 

○ スポーツ大会やレクリエーション大会の開

催、全国障害者スポーツ大会への県選手団派遣

等について支援するとともに、各種大会の開催

をサポートするボランティアや指導者等、障が

い者スポーツを支える人材の育成・確保に努め

ます。 

○ 障がい者スポーツの選手に対する支援を行

うとともに、関係団体と連携しながら選手発掘

や情報収集等に努め、障がい者スポーツの競技

力向上を図ります。 

  

パラスポーツ（ボッチャ） 
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第４章 障がい福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行に係る目標 

障がいのある人の自立を支援し、福祉施設から地域生活への移行を進める観点から、令

和８年度末までに、令和４年度末時点の福祉施設に入所している障がい者（以下「施設入

所者」という。）の６％（86人）以上が地域生活に移行するとともに、令和８年度末時点の

施設入所者数を、令和４年度末時点の施設入所者数から7.6％（109人）以上減少させるこ

とを目指します。 

 

項  目 目  標 考 え 方 

（実績値） 

現在の施設入所者数 

（実績値） 

1,430人  
令和４年度末時点の施設入所者数 

地域生活移行者数 

［地域生活への移行率］ 

86人以上  

 ［６％以上］ 

令和８年度末までに、施設入所から

地域生活へ移行する者の数    

施設入所者数の減少   

 
施設入所者減少数  

［減少率］ 

109人以上 

［7.6％以上］ 

令和８年度末までの施設入所者の

減少数 

 目標年度の施設入所者数 1,321人以下 令和８年度末時点の施設入所者数 
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２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る目標  

精神障がいのある人が、地域で自分らしい暮らしを実現することができるよう、精神

障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、令和８年度における精神障

がい者（精神病床への入院後１年以内に退院した者に限る。）の精神病床から退院後１年

以内の地域における平均生活日数、精神病床における１年以上長期入院患者数及び精神

病床における早期退院率に関する目標値を設定します。 

項  目 目  標 実  績 考 え 方 

精神障がい者の精神

病床から退院後１年以

内の地域における平均

生活日数 

325.3日以上 
322.8日 

（令和元年度現在） 

令和８年度における精神

障がい者の精神病床から

退院後１年以内の地域に

おける平均生活日数 

精神病床における１年

以上長期入院患者数 

872人以下  
1,078人 

（令和４年６月末現在） 

令和８年度末時点での精神

病床における１年以上長

期入院患者数（65歳以上） 

 461人以下  
590人 

（令和４年６月末現在） 

令和８年度末時点での精神

病床における１年以上長

期入院患者数（65歳未満） 

精神病床における入院

後３か月時点の退院率 
68.9％以上  

63.1％ 

（令和元年度現在） 

令和８年度の精神病床に

おける入院後３か月時点

での退院率 

精神病床における入院

後６か月時点の退院率 
84.5％以上  

81.9％ 

（令和元年度現在） 

令和８年度の精神病床に

おける入院後６か月時点

での退院率 

精神病床における入

院後１年時点の退院率 
91.0％以上  

89.4％ 

（令和元年度現在） 

令和８年度の精神病床に

おける入院後１年時点で

の退院率 
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３ 地域生活支援の充実に係る目標 

 

（１） 障がいのある人の地域における自立した生活に向けた支援を充実させるため、令和８

年度末までの間、各市町村における地域生活支援拠点等の整備（複数市町村による共同

整備を含む。）を推進します。また、その機能を充実するため、年１回以上、運用状況を

検証及び検討するとともに、コーディネーター等を配置し、効果的な支援体制及び緊急

時の連絡体制を構築することを目指します。 

 

（２） 強度行動障がいのある人への支援体制の充実を図るために、令和８年度末までに各市

町村（圏域含む。）において、強度行動障がいを有する障がい者に関して、その状況や支

援ニーズを把握し、地域の関係機関が連携した支援体制の整備を推進することを目指し

ます。 

項  目 目  標 実績(R4年度) 考 え 方 

地域生活支援拠点等の

整備 

全市町村 

(複数市町村による 

共同整備を含む) 

17市町村 

(２圏域) 

令和８年度末までに、 

各市町村に整備 

地 域 生 活 支 援 拠 点

等の運用状況の検証 

及び検討 

全市町村 

(複数市町村による 

共同整備を含む) 

20市町村 

（２圏域） 

令和８年度末までに、各市町

村において、年１回以上、支

援の実績等を踏まえ、運用状

況の検証及び検討の実施 

地 域 生 活 支 援 拠 点

等 の 効 果 的 な 支 援

体 制 及 び 緊 急 時 の

連絡体制の構築  

全市町村 

(複数市町村による 

共同整備を含む) 

－ 

（新規項目） 

令和８年度末までに、コー

ディネーターの配置、支援

ネットワーク等による効

果的な支援体制及び緊急

時の連絡体制を構築 

強度行動障がいを有

する障がい者への支

援体制の整備 

全市町村 

(圏域含む) 

－ 

（新規項目） 

令和８年度末までに、強度

行動障がいを有する障が

い者に関して、その状況や

支援ニーズを把握し、地域

の関係機関が連携した支

援体制を整備 
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４ 福祉施設から一般就労への移行等に係る目標 

 

一般就労は障がいのある人が地域で自立した生活を営むために重要であり、その能力を

十分に発揮することができるよう、福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等（就労

移行支援、就労継続支援、生活介護及び自立訓練を行う事業をいう。）を通じて、令和８

年度中に一般就労に移行する者の数を、令和３年度の移行実績の1.28倍（140人）以上と

することを目指します。 

そのうち、就労移行支援事業については、一般就労への移行における重要な役割を踏ま

え、令和３年度の移行実績の1.31倍（73人）以上を目指します。さらに、事業所ごとの実

績の確保・向上の観点から、就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業利用終了者に

占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所を全体の５割以上とすることを

目指します。就労継続支援Ａ型事業については、概ね1.29倍（28人）以上、就労継続支援

Ｂ型事業については、概ね1.28倍（35人）以上とすることを目指します。 

また、障がい者の一般就労への定着も重要であることから、就労定着支援事業の利用者

数及び事業所ごとの就労定着率※に係る目標値を設定することとし、就労定着支援事業の

利用者数は、令和３年度の実績の1.41倍（102人）以上、事業所数は、就労定着率が７割

以上の事業所を全体の２割５分以上とすることを目指します。加えて、地域の就労支援の

ネットワークを強化し、雇用や福祉等の関係機関が連携した支援体制の構築を強化するた

め、協議会（就労支援部会）等を設けて取組を進めることを目指します。 

※就労定着率：過去６年間において就労定着支援の利用を終了した者のうち、雇用された

通常の事業所に42カ月以上78カ月未満の期間継続して就労している者又

は就労していた者の占める割合をいう。 

項  目 目  標 実績(R3年度) 考 え 方 

年間一般就労移行者数 

［増加率］ 

140人以上 

［1.28倍以上］ 
109人 

福祉施設の利用者のうち、就労

移行支援事業等を通じて、令和

８年度中に一般就労に移行す

る者の数 

就労移行支援事業利用

者の年間一般就労移行者

数［増加率］ 

73人以上 

［1.31倍以上］ 
56人 

就労移行支援事業利用者のう

ち、令和８年度中に一般就労に

移行する者の数 

就労移行支援事業利用

終了者に占める一般就

労へ移行した者の割合

が５割以上の就労移行

支援事業所の割合 

５割以上 
－ 

（新規項目） 

令和８年度末において、県内の
就労移行支援事業所の総数に
対して、就労移行支援事業終了
者に占める一般就労に移行し
た者の割合が５割以上となる
就労移行支援事業所数の割合 
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項  目 目  標 実績(R3年度) 考 え 方 

就労継続支援Ａ型事業

利用者の年間一般就労

移行者数［増加率］ 

28人以上 

［1.29倍以上］ 
22人 

就労継続支援Ａ型事業利用者のう

ち、令和８年度中に一般就労に

移行する者の数 

就労継続支援Ｂ型事業

利用者の年間一般就労

移行者数［増加率］ 

35人以上 

［1.28倍以上］ 
27人 

就労継続支援Ｂ型事業利用者のう

ち、令和８年度中に一般就労に

移行する者の数 

就労定着支援事業の 

利用者数 

102人以上 

［1.41倍以上］ 
72人 

令和８年度末において、就労定

着支援事業を利用する者の数 

就労定着率が７割以

上の就労定着支援事

業所の割合 

２割５分 

以上 

－ 

（新規項目） 

令和８年度末において、県内の

就労定着支援事業所の総数に

対して、就労定着率が７割以上

となる就労定着支援事業所数

の割合 

ネットワーク強化、就

労支援体制の構築推進

にかかる協議会等を活

用した取組の実施 

協議会等での

取組を実施 

－ 

（新規項目） 

令和８年度末までに地域の就

労支援のネットワークの強化、

関係機関と連携した就労支援

体制を構築するため、協議会等

を設置した上、取組を実施 
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５ 障がい児支援の提供体制の整備等に係る目標 

 

障がいのある子ども及びその家族に対して、効果的な支援を身近な場所で提供する体制

の構築を図るための目標値を設定します。 

 

（１）地域における重層的な支援体制を構築するため、令和８年度末までに、児童発達支

援センターの各市町村への設置を目指します。地域の実情により未設置の市町村にお

いては、関係機関と連携し、児童発達支援センターの中核的な支援機能と同等の機能

を有する体制を地域において整備するよう推進します。 

また、全ての市町村において、障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージ

ョン）を推進する体制を構築することを目指します。 

 

（２）聴覚障がい児を含む難聴児が適切な支援を受けられるよう、難聴児の早期発見・早

期療育を基本とする計画を策定します。また、令和８年度末までに、児童発達支援セ

ンター及び特別支援学校等と連携しながら、難聴児支援のための中核的機能を有する

体制及び新生児聴覚検査から療育につなげる体制の構築を目指します。 

 

（３）重症心身障がい児が身近な地域で支援を受けられるよう、令和８年度末までに、主

に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所

を各市町村に確保することを目指します。 

 

（４）医療的ケア児が適切な支援を受けられるよう、県及び各市町村において、医療的ケ

ア児等に関するコーディネーターを配置することを目指します。 

 

項  目 目  標 実績(R4年度) 考 え 方 

児童発達支援センタ

ーの設置 

全市町村 

(圏域での設置も可) 

13市町 

（１圏域） 

令和８年度末までに、児童発

達支援センターを各市町村に

少なくとも１か所以上設置 

未設置の市町村は、同等の

機能を有する体制を整備 

障がい児の地域社会

への参加・包容（イ

ンクルージョン）推

進体制の構築 

全市町村 
－ 

（新規項目） 

令和８年度末までに、各市

町村において、保育所等訪

問支援等を活用しながら、

障がい児の地域社会への参

加・包容（インクルージョ

ン）を推進する体制を構築 
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項  目 目  標 実績(R4年度) 考 え 方 

難聴児支援を総合的

に推進するための計

画を策定 

計画を策定 
－ 

（新規項目） 

令和８年度までに難聴児の早

期発見・早期療育を総合的に

推進するための計画を策定 

難聴児支援のための中

核的機能を有する体制

等の構築 

県内において 

体制を確保 

－ 

（新規項目） 

令和８年度末までに児童発

達支援センター及び特別支

援学校等と連携を強化し、 

難聴児支援のための中核的

機能を有する体制及び新生

児聴覚検査から療育につな

げる連携体制を構築 

主に重症心身障がい

児を支援する児童発

達支援事業所の 

確保 

全市町村 

(圏域での設置も可) 

11市町 

（１圏域） 
令和８年度末までに、主に 

重症心身障がい児を支援す

る児童発達支援事業所及び

放課後等デイサービス事業

所を各市町村に少なくとも

１か所以上確保 

主に重症心身障がい

児を支援する放課後

等デイサービス 

事業所の確保 

全市町村 

(圏域での設置も可) 

12市町 

（１圏域） 

医療的ケア児等コー

ディネーターの配置 

県、全市町村 

(圏域での設置も可) 
県及び20市町 

令和８年度末までに、県及

び各市町村に医療的ケア児

等コーディネーターを配置 
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６ 相談支援体制の充実・強化等に係る目標 

 

（１）相談支援体制の充実・強化を図るため、令和８年度末までに、各市町村において、

基幹相談支援センターを設置し、地域の相談支援体制の強化を図る体制を確保するこ

とを目指します。また、基幹相談支援センターが設置されるまでの間においても、各

市町村において地域の相談支援体制の強化に努めます。 

 

（２）地域づくりに向けた協議会の機能をより実効性のあるものとするため、協議会にお

いて個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等に取り組むとともに、

これらの取組を行うために必要な協議会の体制を確保することを目指します。 

 

項  目 目  標 実績(R4年度) 考 え 方 

基幹相談支援センタ

ーの設置 

全市町村 

(圏域での設置も可) 

８市町 

（１圏域） 

令和８年度末までに、各市町

村において、基幹相談支援セ

ンターを設置 

基幹相談支援センタ

ーにおいて地域の相

談支援体制の強化を

図る体制の確保 

全市町村 

(圏域での設置も可) 

－ 

（新規項目） 

令和８年度末までに、各市町

村の基幹相談支援センター

において、専門的な指導・助

言、人材育成の支援、地域の

相談機関との連携強化の取

組等の相談支援体制の強化

を図る体制を確保 

協議会における地域

サービス基盤の開発・

改善及び体制確保 

全市町村 

(圏域での設置も可) 

－ 

（新規項目） 

令和８年度末までに、個別事

例の検討を通じた地域サー

ビス基盤の開発・改善等の実

施及び取組を行うために必

要な協議会の体制を確保 

 

 

 



49 

 

７ 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築に係る目標 

 

障がいのある人が真に必要とする障がい福祉サービス等が提供されることを目指すた

め、令和８年度末までに、障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組を実施する

体制の構築を目指します。 

 

（１）障がい者等が個々のニーズに応じた良質な障がい福祉サービス等を選択できる体制

を構築するため、令和８年度末までに、「山形県障害福祉サービス等情報公表制度実施

要綱」に基づき、情報公表制度の対象となる県内の全ての事業所が、情報公表を行う

ことを目指します。 

 

（２）県が実施する障がい福祉サービス等の事業所に対する指導監査の結果を、関係する

自治体と共有する体制の構築を目指します。 

 

（３）相談支援専門員、サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者について、地域

のニーズを踏まえて、市町村と連携し、計画的に養成することを目指します。 

 

（４）障がい福祉サービス等を事業者が提供するにあたり、障がいのある人の意思決定を

支援することが重要であるため、障がい福祉サービス事業者や相談支援事業者等に対

して「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」の普及啓発に取

り組みます。 

 

項  目 目  標 実  績 考 え 方 

情報公表の実施 県内の全ての事業所 
90％ 

（令和５年12月現在） 

令和８年度末までに、情報

公表制度の対象となる県内

の全ての事業所が情報公表

を実施 

指導監査結果の

関係市町村との

共有 

当該年度に県が指導

監査を実施した全て

の事業所に係る指導

監査結果 

実績なし 

（令和４年度） 

令和８年度までに、県が

実施する指定障がい福祉

サービス事業者及び指定

障がい児通所支援事業者

等に対する指導監査の結

果を、関係自治体と共有 
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項  目 目  標 実  績 考 え 方 

相談支援専門員、

サービス管理責

任者及び児童発

達支援管理責任

者の養成 

相談支援専門員を 

240人以上養成 

141人 

（令和２～４年度） 

令和８年度までに、相談

支援従事者研修（初任者

研修）を修了する者の数 

サービス管理責任者

及び児童発達支援 

責任者を1,050人以上

養成 

404人 

（令和２～４年度） 

令和８年度までに、サー

ビス管理責任者・児童発

達支援管理責任者研修

（基礎研修・実践研修）

を修了する者の数 

意思決定支援に 

関する研修の 

修了者 

120人以上 
－ 

（新規項目） 

令和８年度までに、障が

い福祉サービス事業者、

相談支援事業者等に対す

る「障害福祉サービス等

の提供に係る意思決定支

援ガイドライン」の普及

啓発にかかる研修の修了

者の数 
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第５章 障がい福祉サービス等の見込量と確保策等  

 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行に係る活動指標 

（各年度における指定障がい福祉サービス、指定計画相談支援及び指定地域相談支援の

種類ごとの必要な量の見込み）    

○ 実施に関する考え方 

  地域生活への移行等に係る令和８年度の成果目標の達成のため、グループホームの充

実を図るとともに、通所系サービスについては、希望する障がい者に適切に提供できる

よう体制整備を図ります。 

  障がい者等の地域生活を支援し、県内のどの地域においても、必要とされる訪問系サ

ービスを提供できるよう、サービスの充実を図ります。    

  相談支援については、障がい者等が適切なサービスを利用できる相談支援体制を引き

続き整備します。  

○ 必要な量の見込みに関する考え方 

  各市町村においては、第６期計画の現状の把握、地域における課題等を踏まえ、目標

値を適切に補正（（上方（・下方）するとともに、障がい者のニーズを踏まえ必要な量を見

込みました。（なお、市町村の見込み量には、県外施設利用者分も含まれています。） 

  市町村が必要な量を見込む際には、地域における障がい者等の心身の状況、その置か

れている環境その他の事情を正確に把握しつつ、ニーズを把握するよう努めることとし

ています。  

  県は、市町村障がい福祉計画における数値を障がい福祉圏域ごとに集計し、指定障が

い福祉サービス、指定計画相談支援及び指定地域相談支援の必要量を見込むこととして

います。 

○ 主なサービスの見込み量 

  施設入所者等の地域移行を推進するため、令和８年度においては、共同生活援助（（グ

ループホーム）の利用人数を、令和４年度における実績（（1,541人）の約1.2倍と見込ん

でいます。 

  通所系サービスのうち、就労移行支援、就労継続支援Ａ型及びＢ型の令和４年度にお

ける利用人数については、令和４年度における実績（順に166人、568人、3,419人）の

それぞれ約1.4倍、約1.2倍、約1.1倍と見込んでいます。また、新たに令和７年度以降

にサービスが開始される予定の就労選択支援の利用人数を見込んでいます。 

  計画相談支援については、サービス等利用計画が必ず作成されるよう体制を維持し

ながら、新たな利用者に対応できるよう必要量を、令和４年度における実績（1,996

人）の約1.3倍と見込んでいます。 



52 

 

（１）訪問系サービス 

① 居宅介護 

自宅で、入浴、排せつ及び食事等の介護並びに調理、洗濯及び掃除等の家事等を行います。 

［１か月当たりの利用人数と延利用時間数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用時間 人 延利用時間 人 延利用時間 人 延利用時間 

村 山 465 5,313 514 6,001 528 6,178 544 6,372 

最 上 67 650 81 817 88 884 94 951 

置 賜 239 2,679 328 3,611 348 3,816 368 4,036 

庄 内 343 4,055 367 4,468 373 4,495 379 4,529 

県全域 1,114 12,697 1,290 14,897 1,337 15,373 1,385 15,888 

② 重度訪問介護 

重度の障がい者であって常時介護を要する方に、自宅等で、入浴、排せつ及び食事等の介護並

びに調理、洗濯及び掃除等の家事並びに外出時における移動支援等を総合的に行います。 

［１か月当たりの利用人数と延利用時間数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用時間 人 延利用時間 人 延利用時間 人 延利用時間 

村 山 25 5,062 30 6,053 32 6,287 33 6,451 

最 上 6 897 7 963 7 989 8 1,016 

置 賜 3 1,408 11 1,813 12 1,982 13 2,151 

庄 内 8 182 8 281 8 281 8 281 

県全域 42 7,549 56 9,110 59 9,539 62 9,899 

③ 同行援護 

視覚障がいにより移動に著しい困難を有する方が、外出する際に必要な情報の提供（代筆・

代読含む。）及び移動の援護等の必要な援助を行います。 

［１か月当たりの利用人数と延利用時間数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用時間 人 延利用時間 人 延利用時間 人 延利用時間 

村 山 67 782 71 899 73 923 76 954 

最 上 7 63 9 67 10 77 12 89 

置 賜 7 58 15 80 16 83 17 86 

庄 内 17 135 24 147 26 156 28 167 

県全域 98 1,038 119 1,193 125 1,239 133 1,296 

④ 行動援護 

自己判断力が制限されている方が行動する際に、危険を回避するために必要な支援及び外出

支援を行います。 

［１か月当たりの利用人数と延利用時間数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用時間 人 延利用時間 人 延利用時間 人 延利用時間 

村 山 41 214 46 261 50 278 51 289 

最 上 0 0 2 37 3 73 4 109 

置 賜 0 0 6 39 7 49 8 59 

庄 内 0 0 3 12 3 12 3 12 

県全域 41 214 57 349 63 412 66 469 
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⑤ 重度障がい者等包括支援 

介護の必要性がとても高い方に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行います。 

［１か月当たりの利用人数と延利用時間数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用時間 人 延利用時間 人 延利用時間 人 延利用時間 

村 山 0 0 0 0 0 0 0 0 

最 上 0 0 1 400 1 400 1 400 

置 賜 0 0 2 25 2 25 3 85 

庄 内 0 0 1 240 1 240 1 240 

県全域 0 0 4 665 4 665 5 725 

（２）通所系サービス 

① 生活介護 

常に介護を必要とする方に、昼間、入浴、排せつ及び食事の介護等を行うとともに、創作的活

動又は生産活動の機会を提供します。 

［１か月当たりの利用人数と延利用日数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 

村 山 1,159 21,370 1,211 22,336 1,231 22,687 1,252 23,081 

最 上 241 4,751 259 5,301 265 5,449 271 5,635 

置 賜 559 10,397 617 11,160 623 11,269 630 11,397 

庄 内 771 14,606 830 15,160 849 15,477 868 15,805 

県全域 2,730 51,124 2,917 53,957 2,968 54,882 3,021 55,918 

② 自立訓練（機能訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体 機能の向上のための理学療法

及び作業療法等のリハビリテーション等を行います。 

［１か月当たりの利用人数と延利用日数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 

村 山 1 1 4 36 4 36 5 43 

最 上 0 0 1 22 1 22 2 44 

置 賜 8 90 18 173 20 201 23 237 

庄 内 0 0 1 22 1 22 1 22 

県全域 9 91 24 253 26 281 31 346 

③ 自立訓練（生活訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、入浴、排せつ及び食事等の生活能力

の向上のために必要な訓練を行います。（宿泊型自立訓練を含みます。）  

［１か月当たりの利用人数と延利用日数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 

村 山 37 773 51 1,010 55 1,069 60 1,136 

最 上 1 10 2 45 3 67 4 89 

置 賜 3 50 9 157 11 193 12 209 

庄 内 92 1,487 93 1,412 93 1,412 93 1,412 

県全域 133 2,320 155 2,624 162 2,741 169 2,846 
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④ 就労選択支援 

一般就労や就労系障がい福祉サービス事業所などについて、障がい者本人の能力や適性、地域

社会や事業所の状況に合った選択ができるよう必要な支援を行います。（令和７年度以降にサー

ビスが開始される予定） 

［１か月当たりの利用人数と延利用日数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 0 0 37 74 

最 上 0 0 5 6 

置 賜 0 0 3 6 

庄 内 0 0 5 10 

県全域 0 0 50 96 

⑤ 就労移行支援        

一般企業等への就労を希望する方に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必

要な訓練を行います。 

［１か月当たりの利用人数と延利用日数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 

村 山 97 1,694 122 2,188 133 2,435 141 2,638 

最 上 15 262 19 321 19 302 21 322 

置 賜 7 115 18 234 18 234 19 244 

庄 内 47 755 47 721 45 710 44 701 

県全域 166 2,826 206 3,464 215 3,681 225 3,905 

⑥ 就労継続支援Ａ型 

一般企業等での就労が困難な方のうち、適切な支援により雇用契約等に基づき就労する方に、

働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

［１か月当たりの利用人数と延利用日数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 

村 山 344 6,795 367 7,352 379 7,596 393 7,847 

最 上 94 1,941 86 1,745 87 1,766 85 1,731 

置 賜 36 678 53 955 54 971 55 987 

庄 内 95 1,936 112 2,187 118 2,313 125 2,493 

県全域 569 11,350 618 12,239 638 12,646 658 13,058 

⑦ 就労継続支援Ｂ型 

一般企業等での就労が困難な方に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のために

必要な訓練を行います。 

［１か月当たりの利用人数と延利用日数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 

村 山 1,115 18,526 1,196 19,532 1,237 20,138 1,282 20,804 

最 上 289 5,172 325 5,870 338 6,084 345 6,202 

置 賜 905 15,192 1,000 16,923 1,019 17,348 1,035 17,735 

庄 内 1,110 19,921 1,156 20,972 1,177 21,594 1,198 22,239 

県全域 3,419 58,811 3,677 63,297 3,771 65,164 3,860 66,980 
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⑧ 就労定着支援 

就労に向けた支援を受けて通常の事業所に雇用された方に、就労の継続を図るために必要な事

業主との連絡調整等を行います。 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 43 60 65 70 

最 上 3 6 8 13 

置 賜 2 4 4 6 

庄 内 19 28 28 29 

県全域 67 98 105 118 

（３）居住系サービス 

① 自立生活援助 

共同生活援助又は施設入所支援を受けていた方が自立した日常生活を営む上での問題につい

て、定期的な巡回訪問や随時通報により相談に応じる等の援助を行います。 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 2 4 6 9 

最 上 0 1 2 3 

置 賜 4 16 17 18 

庄 内 0 2 2 2 

県全域 6 23 27 32 

② 共同生活援助（グループホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上

の援助を行います。  

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 530 584 614 640 

最 上 179 187 190 196 

置 賜 406 461 484 505 

庄 内 426 456 467 480 

県全域 1,541 1,688 1,755 1,821 

③ 施設入所支援 

施設に入所する方に、夜間や休日、入浴、排せつ又は食事の介護等を行います。 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 535 508 494 482 

最 上 161 155 152 147 

置 賜 323 319 314 311 

庄 内 411 394 389 381 

県全域 1,430 1,376 1,349 1,321 
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（４）療養介護 

医療と常時介護を必要とする方に、医療機関において、機能訓練、療養上の管理、看護、介護

及び日常生活の世話を行います。 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 88 88 88 88 

最 上 15 14 15 15 

置 賜 48 62 67 74 

庄 内 40 41 40 40 

県全域 191 205 210 217 

（５）短期入所 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ又は食事の

介護等を行います。 

［１か月当たりの利用人数と延利用日数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 

村 山 122 700 165 860 178 937 193 1,040 

最 上 9 122 17 155 21 189 24 210 

置 賜 66 545 145 845 172 980 207 1,162 

庄 内 125 761 146 808 155 839 164 872 

県全域 322 2,128 473 2,668 526 2,945 588 3,284 

（６）相談支援 

① 計画相談支援 

障がい福祉サービスの支給決定を受けた方が、サービスを適切に利用できるよう、本人又は保

護者の依頼を受けて、サービス利用計画を作成するとともに、サービス事業者等との連絡調整等

を行います。 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 756 909 960 1,011 

最 上 144 149 155 161 

置 賜 460 512 529 544 

庄 内 636 740 788 841 

県全域 1,996 2,310 2,432 2,557 

② 地域移行支援 

障がい者支援施設に入所している障がい者又は精神科病院に入院している精神障がい者につ

いて、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談等の便宜を供与

します。 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 1 4 5 7 

最 上 0 1 2 4 

置 賜 1 9 10 11 

庄 内 1 5 5 5 

県全域 3 19 22 27 
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③ 地域定着支援  

居宅において単身等の状況において生活する障がいのある人について、常時の連絡体制を確保

し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他の便宜を供与します。  

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 10 12 12 14 

最 上 1 3 6 10 

置 賜 1 8 9 10 

庄 内 6 12 13 15 

県全域 18 35 40 49 

≪重度障がい者の利用者数≫ 

   強度行動障がいや高次脳機能障がいのある人、医療的ケアを必要とする重度障がいのある人が

利用する障がい福祉サービスの利用者数の見込みを設定します。 

  ① 重度障がい者の生活介護 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 238 243 248 251 

最 上 78 82 84 85 

置 賜 69 70 70 70 

庄 内 120 124 124 126 

県全域 505 519 526 532 
 

  ② 重度障がい者の共同生活援助（グループホーム） 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 46 48 51 54 

最 上 16 18 18 19 

置 賜 21 26 28 30 

庄 内 21 23 25 25 

県全域 104 115 122 128 

③ 重度障がい者の短期入所 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 80 87 91 94 

最 上 5 9 10 13 

置 賜 27 40 47 56 

庄 内 33 38 40 42 

県全域 145 174 188 205 
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○ 見込み量確保のための方策 

  見込み量に応じた事業所数を確保するため、施設整備に対して助成を行い、基盤整 

備を進めます。 

  身近な地域で必要なサービスが受けられるよう、市町村と連携しながらサービス提

供体制の整備を進め、指定事業所の拡充を図ります。 

  相談支援従事者研修やサービス管理責任者研修等を実施するとともに、障がい福祉

サービス従事者等への研修の機会を確保し、人材育成を図ります。 

  事業所数の確保に向けて、事業者等の情報把握や働きかけについて、市町村や各障が

い福祉関係団体等との情報共有を図り、連携を進めます。 
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２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る活動指標 

 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指すため、精神障がい者の障

がい福祉サービスの利用者数等の見込みを設定します。 

また、厚生労働省が定める「基本指針」別表第四の三の式により、令和８年度末に精神

病床での１年以上長期入院患者が地域移行するものとした際に必要となる基盤整備量（利

用者数）を算定します。 

 

（１）精神障がい者の障がい福祉サービスの利用者数 

① 精神障がい者の地域移行支援 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 1 4 5 7 

最 上 0 0 0 1 

置 賜 1 6 7 8 

庄 内 1 4 5 5 

県全域 3 14 17 21 

② 精神障がい者の地域定着支援 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 8 8 8 9 

最 上 1 1 2 4 

置 賜 1 6 7 8 

庄 内 3 6 7 7 

県全域 13 21 24 28 

③ 精神障がい者の共同生活援助（グループホーム） 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 152 168 175 181 

最 上 62 65 67 68 

置 賜 189 185 190 194 

庄 内 199 211 217 224 

県全域 602 629 649 667 

④ 精神障がい者の自立生活援助 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 2 3 4 7 

最 上 0 0 0 1 

置 賜 4 13 14 15 

庄 内 0 1 1 1 

県全域 6 17 19 24 
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⑤ 精神障がい者の自立訓練（生活訓練） 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 17 24 26 29 

最 上 1 2 2 3 

置 賜 1 3 5 6 

庄 内 76 77 76 76 

県全域 95 106 109 114 

（２）精神病床における退院患者の退院後の行き先 

入院中の精神障がい者が地域生活を送るための基盤整備内容を検討するために必要と

なる、精神病床からの退院後の行き先別の退院患者数の見込みを設定します。 

［１か月当たりの人数］ 

 退院先 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

在宅 210 220 225 230 

他院の精神病床 9 9 9 9 

自院の精神病床以外の病床 8 8 8 8 

他院の精神病床以外の病床 29 29 29 29 

障がい福祉施設 24 25 26 26 

介護施設 66 69 71 72 

その他の施設等 3 3 3 3 

死亡 50 50 50 50 

合計 399 413 421 427 

(３) 精神病床における長期入院患者の地域移行に伴う地域の精神保健医療福祉体制の基盤

整備量（利用者数） 

基本指針の別表第四の三の式により、令和８年度末に精神病床での１年以上長期入院

患者が地域移行するものとした際に必要となる基盤整備量（利用者数）を算定します。 

項目 令和８年度末 

精神病床長期入院患者の地域移行

に伴う地域の精神保健医療福祉体

制の基盤整備量（利用者数） 

319人 

65歳以上 65歳未満 

192人 127人 

○ 整備及び機能の充実に向けた方策 

  見込み量に応じた事業所数を確保するため、施設整備に対して助成を行い、基盤整備

を進めます。 

  身近な地域で必要なサービスが受けられるよう、市町村と連携しながらサービス提供

体制の整備を進め、指定事業所の拡充を図ります。     

  相談支援従事者研修やサービス管理責任者研修等を実施するとともに、障がい福祉サ

ービス従事者等への研修の機会を確保し、人材育成を図ります。 

  事業所数の確保に向けて、事業者等の情報把握や働きかけについて、市町村や医療機

関、障がい福祉関係団体等との情報共有を図り、連携を進めます。 
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３ 地域生活支援の充実に係る活動指標 

 

地域生活支援の充実に係る成果目標の達成に向けて、各市町村等と連携して取り組みま

す。 

 

項 目 実績(令和４年度) 数 値 考え方 

地域生活支援拠点等 

設置市町村数 

17市町村 

（２圏域含む） 
全市町村 

令和８年度における地域生活

支援拠点等設置市町村数 

地域生活支援拠点等が

有する機能の充実に 

向けた支援の実績等を

踏まえた検証及び検討

の実施回数 

17回※１ 
１市町村当たり 

平均２回 

令和８年度における、各市町村

の地域生活支援拠点等が有す

る機能の充実に向けた支援の

実績等を踏まえた検証及び検

討の年間実施回数の平均値 

地域生活支援拠点等へ

のコーディネーターの

配置人数※２ 

１人 42人 

令和８年度における地域生活

支援拠点等のコーディネータ

ーの配置人数 

※１ 圏域で設置している場合は、各市町村で重複しないよう、圏域で回数を計上している。 

※２ 圏域で設置している場合は、圏域としての配置人数を計上している。 

○ 整備及び機能の充実に向けた方策 

  国の制度改正や他都道府県の動向（・先進事例等について情報把握に努め、各市町村と

の情報共有に努めていきます。 

・ 市町村に対し、地域生活支援拠点等の整備、機能の充実及びコーディネーターの配置に

ついて議論・検討を進めていくよう促すとともに、各市町村の状況・課題・意向等につい

て調査し、把握に努めていきます。 

  圏域単位での各市町村の連携や面的な体制整備など、市町村間の協議や広域的な調

整が必要な事項等について、連携して取り組んでいきます。 
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４ 福祉施設から一般就労への移行等に係る活動指標 

 

福祉施設から一般就労への移行等の促進について、障がい福祉施策と労働施策の双方か

ら重層的に取り組むための活動指標を設定します。 

 

項目 実績(令和４年度) 数 値 考え方 

障がい者に対する職業

訓練の受講者数 
３人   ４人  

令和８年度において、福祉施

設から一般就労へ移行する者

のうち、職業訓練の受講者数 

福祉施設から公共職

業安定所に誘導する

福祉施設利用者数 

103人    132人  

令和８年度において、福祉施設

の利用者のうち、必要な者が 

公共職業安定所の支援を受ける

ことができるよう、福祉施設

から公共職業安定所へ誘導す

る利用者数 

障害者就業・生活支援

センターへ誘導する福

祉施設利用者数 

13人   17人  

令和８年度において、福祉施設か

ら一般就労に移行する者のうち、

障害者就業・生活支援センター

へ誘導する福祉施設利用者数 

公共職業安定所の 

支援を受けて一般就労

へ移行する福祉施設 

利用者数 

73人   93人  

令和８年度において、福祉施設

の利用者のうち、公共職業安定

所の支援を受けて一般就労へ

移行する者の数 

○ 一般就労への移行促進のための方策 

障がい者の確実な就労に結びつくよう、労働局や障害者就業・生活支援センターなど

関係機関と密接な連携を図りながら支援に努めていきます。 
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５ 発達障がい者等支援に係る活動指標 

 

発達障害者支援法において、都道府県は、発達障がい者及び発達障がい児（以下「発達

障がい者等」という。）の支援を行うにあたり、地域の実情を踏まえつつ、発達障がい者等

及びその家族その他の関係者が可能な限り、その身近な場所において、必要な支援を受け

られるよう、適切な配慮をすることとされています。 

ついては、発達障がい者等への支援を一層充実させるための活動指標を設定します。 

 

項目 
実績 

(令和４年度) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 考え方 

発達障がい者支援

地域協議会の開催

回数 

 １回  １回  １回  １回  

地域の支援体制の課題の

把握及び対応についての

検討を行うために必要な

地域協議会の開催回数 

発達障がい者支援

センターによる相

談支援件数 

1,313件   1,300件  1,300件  1,300件  

現状の相談件数、発達障

がい者等のニーズのう

ち、市町村等での対応が

困難であり発達障がい者

支援センターによる相談

支援が必要と判断される

数を勘案した相談件数 

発達障がい者支援

センター及び発達

障がい者地域支援

マネジャーの関係

機関への助言件数 

293件  300件  300件  300件  

現状の助言件数、発達障が

い者等のニーズのうち、市

町村等での対応が困難で

あり、発達障がい者支援セ

ンターあるいは発達障が

い者地域支援マネジャー

の助言を必要とする数を

勘案した助言件数 

発達障がい者支援セ

ンター及び発達障が

い者地域支援マネジ

ャーの外部機関や地

域住民への研修、啓

発の件数 

31回  30回  30回  30回  

現状の研修及び啓発件数

を勘案し、個々の発達障

がいの特性に関する理解

が図られるために必要な

研修、啓発件数 
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項目 
実績 

(令和４年度) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 考え方 

ペアレントレーニン

グやペアレントプロ

グラム等の支援プロ

グラム等の受講者数

及び実施者数 

受講者 

125人  

受講者 

157人 

受講者 

162人  

受講者 

172人  
現状のペアレントトレー

ニングやペアレントプロ

グラム等の支援プログラ

ム等の実施状況等を勘案

した受講者数（保護者）及

び実施者数（支援者） 

 

実施者 

64人 

  

実施者 

69人 

実施者 

71人  

実施者 

78人  

ペアレントメンタ

ーの人数 
35人  37人  38人  39人  

現状のペアレントメンタ

ー養成研修等の実施状況

等を勘案したペアレント

メンターの人数 

ピアサポートの活

動への参加人数 
 65人  70人  70人  70人  

現状のピアサポートの活

動状況等を勘案した参加

人数 
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６ 障がい児支援の提供体制の整備等に係る活動指標 

（各年度における障がい児通所支援、障がい児相談支援及び障がい児入所支援の種類ご

との必要な量の見込み） 

○ 実施に関する考え方 

 （（障がい児が安心して地域生活を送ることができるよう、保護者の下から通いながら

受けられる療育や訓練の場を拡充します。 

○ 必要な量の見込みに関する考え方 

 （（必要量の見込みについては、市町村において、障がい児支援の利用実態及びニーズの

把握を行い、現在の利用状況に関する分析や地域における児童数の推移も含めた地域

の実情を踏まえて設定しました。  

 （（県は、市町村障がい児福祉計画における見込みの数値を障がい福祉圏域ごとに集計

し、指定障がい児通所支援等の必要量を見込むこととしています。   

○ 主なサービスの見込み量 

・ （通所支援のサービスについては、地域における保護者のニーズが高まっていること 

から、児童発達支援と放課後等デイサービスの令和８年度の利用人数の見込み量につ

いて、令和４年度における実績（順に721人、2,032人）と比較し、それぞれ約1.6倍、

約1.4倍と見込んでいます。 

 

（１）障がい児通所支援 

① 児童発達支援 

障がいのある未就学児を通わせて、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与及

び集団生活への適応訓練等必要な支援を行います。 

［１か月当たりの利用人数と延利用日数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 

村 山 503 3,413 642 4,034 710 4,275 784 4,483 

最 上 43 194 61 236 64 254 68 272 

置 賜 127 830 173 1,080 184 1,131 196 1,182 

庄 内 47 430 85 950 85 950 85 950 

県全域 720 4,867 961 6,300 1,043 6,610 1,133 6,887 

② 放課後等デイサービス 

授業の終了後又は休業日に、障がいのある就学児を通わせて、生活能力の向上のために必要な

訓練及び社会との交流促進等必要な支援を行います。 

［１か月当たりの利用人数と延利用日数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 

村 山 1,290 15,280 1,575 17,913 1,685 18,957 1,795 19,918 

最 上 93 1,087 103 1,193 108 1,268 113 1,349 

置 賜 279 3,720 383 4,435 398 4,599 415 4,786 

庄 内 369 5,316 415 5,843 440 6,098 466 6,368 

県全域 2,031 25,403 2,476 29,384 2,631 30,922 2,789 32,421 
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③ 保育所等訪問支援  

保育所等を訪問し、障がい児に対して、障がい児以外の児童との集団生活への適応のための専

門的な支援を行います。 

［１か月当たりの利用人数と延利用日数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 

村 山 42 65 77 108 90 123 102 140 

最 上 0 0 1 1 2 3 11 21 

置 賜 84 185 110 237 131 274 154 318 

庄 内 3 6 10 18 12 22 14 26 

県全域 129 256 198 364 235 422 281 505 

④ 居宅訪問型児童発達支援 

重度の障がい児で、児童発達支援等のサービスを受けるために外出することが著しく困難なも

のについて、その居宅を訪問し、必要な支援を行います。 

［１か月当たりの利用人数と延利用日数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 人 延利用日数 

村 山 2 9 3 10 3 10 4 11 

最 上 0 0 2 8 2 8 2 8 

置 賜 0 0 5 17 5 17 5 17 

庄 内 1 1 3 19 4 28 5 37 

県全域 3 10 13 54 14 63 16 73 

（２）障がい児相談支援 

障がい児の心身の状況、環境及び支援に関する意向を勘案し、「支援利用計画」を作成すると

ともに、通所支援事業者等との連絡調整等を行います。 

［１か月当たりの利用人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

村 山 413 500 546 586 

最 上 23 35 37 39 

置 賜 116 142 158 172 

庄 内 149 196 210 225 

県全域 701 873 951 1,022 

（３）障がい児入所支援 

① 福祉型障がい児入所施設 

障がいのある児童を入所により保護するとともに、日常生活の指導及び知識技能の付与を行います。 

［１か月当たりの利用人数］ ※ 県で支給決定しているため、県全域の数値のみ 

区 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

県全域 48 48 58 68 
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② 医療型障がい児入所施設 

障がいのある児童を入所により保護するとともに、日常生活の指導及び知識技能の付与並びに

治療を行います。 

［１か月当たりの利用人数］ ※ 県で支給決定しているため、県全域の数値のみ 

区 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 

県全域 32 32 32 32 

（４）医療的ケア児に対する総合調整・関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置

人数 

［配置人数］ 

圏 域 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

配置人数 配置人数 配置人数 配置人数 

県 2 2 2 2 

村 山 19 26 29 35 

最 上 4 5 5 5 

置 賜 12 16 17 18 

庄 内 6 6 6 7 

合 計 43 55 59 67 

○ 見込み量確保のための方策 

 （（見込み量に応じた事業所数を確保するため、施設整備に対して助成を行い、基盤整備

を進めます。 

 （（通所支援事業実施主体である市町村と連携しながらサービス提供体制の整備を進め、

指定事業所の拡充を図ります。 

 相談支援従事者研修や児童発達支援管理責任者研修を実施し、人材育成を図ります。 

 （（事業所数の確保に向けて、事業者等の情報把握や働きかけについて、市町村や各障が

い福祉関係団体等との情報共有を図り、連携を進めます。  
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※主任研修については、本県を含む東北４県（青森県、岩手県、秋田県）と持ち回りで開催

しているため、各年度の本県から受講する者の修了者数とします。 

７ 障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築に係る 

活動指標 

 

  指定障がい福祉サービス等の提供に係る人材の養成や、サービス提供を直接担う職員の

確保にかかる活動指標を設定します。 

 （１）相談支援従事者研修の修了者数 

 

 

（２）サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修の修了者数 

 

 

 

（３）意思決定支援ガイドライン等を活用した研修の実施回数・修了者数 

 

 

 

 

＜各年度の指定障がい者支援施設等の必要入所定員総数＞ 

１ 指定障がい者支援施設 

年 度 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

必要入所定員総数 1,481 1,420  1,390  1,361  

 

２ 指定障がい児入所支援 

（１）福祉型障がい児入所支援 

年 度 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

必要入所定員総数 90 90  110  110  
 

（２）医療型障がい児入所支援 

年 度 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

必要入所定員総数 60 60  60  60  
 

項 目 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

修了者数 修了者数 修了者数 修了者数 

初任者研修 50 80 80 80 

現任研修 55 80 80 80 

主任研修 4 10 10 10 

項 目 
実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

修了者数 修了者数 修了者数 修了者数 

基礎研修 106 210 210 210 

実践研修 53 140 140 140 

更新研修 245 210 210 210 

項 目 

実績 

(令和４年度) 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

回数 修了者数 回数 修了者数 回数 修了者数 回数 修了者数 

意思決定支援ガイドライ

ン等を活用した研修 
0 0 1 40 1 40 1 40 
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第６章 県の地域生活支援事業の実施に関する事項  

  

１ 県が実施する地域生活支援事業に関する考え方 

（１）施策推進の方向 

障がい者等が地域で快適な生活を送るために、多様な福祉資源の整備を図るとともに、

その個性や適性を活かしながら能力を発揮できる環境づくりを進め、障がい者等の地域

生活を支援します。 

（２）市町村の地域生活支援事業との役割分担 

市町村の地域生活支援事業は、地域生活に関する一般的な支援を行い、県の地域生活

支援事業は、専門的、広域的な支援や人材育成等を中心に実施します。 

２ 実施する事業の内容及び各年度における量の見込み 

（１）専門性の高い相談支援事業 

① 発達障がい者支援センター運営事業 

山形県発達障がい者支援センターにおいて、発達障がいに係る支援を総合的に行う地域の拠

点として、個別の相談支援活動、普及啓発に向けた研修、関係機関との連絡調整を行い、発達

障がい者等及びその家族を支援します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業実施個所数 １か所  １か所  １か所  １か所  

延べ研修参加人数 722人  1,000人  1,000人  1,000人  

② 高次脳機能障がい及びその関連障がいに対する支援普及事業 

山形県高次脳機能障がい者支援センターに専任コーディネーターを配置し、高次脳機能障が

い者に対する専門的な相談支援、関係機関との地域支援ネットワークの充実、高次脳機能障が

いの支援手法等に関する研修等を行い専門的な支援を実施します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業実施個所数 ２か所  ２か所  ２か所  ２か所  

延べ研修参加人数 293人  300人  300人  300人  

③ 障がい児等療育支援事業 

在宅の重症心身障がい児（者）、知的障がい児（者）、身体障がい児（者）の地域における生

活を支えるため、身近な地域で療育指導等が受けられる療育機能の充実を図るとともに、これ

らを支援する県域の療育機能との重層的な連携を図ります。 

こども医療療育センターを中心に、地域の療育資源のネットワーク化を図り、在宅の障がい

児等及びその家族に対し療育指導・相談を行うとともに、障がい児等が在宅で十分な支援を受

けられるようなシステムの構築を図ります。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業実施個所数 ４か所  ４か所  ４か所  ４か所  
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（２）専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業 

① 手話通訳者・要約筆記者養成研修事業 

意思疎通支援事業に係る手話通訳者及び要約筆記者の養成研修を実施します。 

ア 手話通訳者 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修参加人数 

  通訳Ⅰ 20人   

通訳Ⅱ 11人     通訳Ⅱ 20人     通訳Ⅱ 20人  通訳Ⅱ 20人  

通訳Ⅲ 11人  通訳Ⅲ 20人   通訳Ⅲ 20人  

イ 要約筆記者 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修参加人数 10人  20人  20人  20人  

② 盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業 

意思疎通支援事業に係る盲ろう者向け通訳・介助員の養成研修を実施します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修参加人数 ３人  20人  20人  20人  

（３）専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 

① 要約筆記者派遣事業 

全県規模の集会及び会議等に要約筆記者を派遣することにより意思疎通支援を行い、聴覚障

がい者の自立と社会参加を促進します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

延べ派遣時間数 284.5時間  320時間  320時間  320時間  

② 盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 

盲ろう者に通訳・介助員を派遣することにより移動等の介助を行い、盲ろう者の自立と社会

参加を促進します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

延べ派遣時間数 883時間  1,200時間  1,200時間  1,200時間  

（４）広域的な支援事業 

① 都道府県相談支援体制整備事業 

圏域の相談支援体制等の整備を図るため、相談支援チーフ推進員及びブロック相談支援推進

員を設置し、市町村や地域自立支援協議会と連携して重層的な相談支援体制を構築します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

チーフ推進員数 ２人  ２人  ２人  ２人  

ブロック推進員数 ９人  ９人  ９人  ９人  

② 発達障がい者支援地域協議会による体制整備事業 

発達障がい者等への支援体制を整備するため、医療、保健、福祉、教育及び労働等の関係者

で構成する「発達がい者支援地域協議会」を設置します。 
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項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

開催回数  １回  １回  １回  １回  

（５）サービス・相談支援者、指導者育成事業 

① 障がい支援区分認定調査員等研修事業 

全国共通の基準に基づき、客観的かつ公平に障がい者介護給付等の事務が行われるよう研修

を行い、障がい支援区分認定調査員等の資質向上を図ります。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修参加人数 56人  60人  60人  60人  

② 相談支援従事者等研修事業 

相談支援事業に従事しようとする者及び既に従事し一定の経験を有する者に対し、相談技術

の習得を目的とした初任者研修、現任研修、特別研修及び主任研修を行うことにより、相談支

援事業従事者の資質向上を図ります。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修参加人数 229人  330人  290人  290人  

③ サービス管理責任者研修事業 

障がい福祉サービスの質を確保するため、個別支援計画の作成やサービス提供プロセスの管

理等の研修を行い、サービス管理責任者を養成します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修参加人数 404人  580人  580人  580人  

④ 障がい者ピアサポート研修事業 

自ら障がいや疾病の経験を持ち、その経験を活かしながら、他の障がいや疾病のある障がい

者の支援を行うピアサポーターや、ピアサポーターの活用方法等を理解した障がい福祉サービ

ス事業所等の管理者等を養成します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修参加人数 ０人  60人  60人  60人  

⑤ 身体障がい者・知的障がい者相談員活動強化事業 

身体・知的障がい者相談員の研修を行い、相談員の相談対応力の向上と相談員間の連携を推

進します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修参加人数 118人  150人  150人  150人  

⑥ 音声機能障がい者発声訓練指導者養成事業 

喉頭の摘出により音声機能を喪失した人の発声訓練事業に携わる者の研修を行い、指導者を

養成します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修参加人数 ０人  ５人  ５人  ５人  
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（６）日常生活支援 

① 福祉ホームの運営 

家庭環境や住宅事情等により、居宅で生活することが困難な障がい者（但し、常時の介護及

び医療を必要とする状態にある者を除く。）で、現に住居を求めている障がい者に、低額な料金

で居室や設備を利用させるとともに、日常生活に必要な便宜を供与します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業実施箇所 １か所  １か所  １か所  １か所  

② オストメイト社会適応訓練 

オストメイトに対するストマ用装具や社会生活に関する講習や各種相談を行い、社会参加を

促進します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

延べ講習参加人数 253人  200人  200人  200人  

③ 音声機能障がい者発声訓練 

喉頭の摘出により音声機能を喪失した人に対して発声訓練を行い、社会参加を促進します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

延べ訓練参加人数 454人  1,200人  1,200人  1,200人  

（７）社会参加支援 

① 手話通訳者設置 

聴覚障がい者等が県庁に来庁した際や県主催のイベント等におけるコミュニケーションを

円滑に行うために、手話通訳者を設置します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

通訳者設置人数  ５人  ５人  ５人  ５人  

② 字幕入り映像ライブラリーの提供 

聴覚障がい者に対する情報提供を目的として、聴覚障がい者情報支援センターにおいて、字

幕を挿入したＤＶＤを貸し出します。 

ア 字幕入り映像ライブラリー整備 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ＤＶＤ貸出枚数 25枚  30枚  30枚  30枚  

イ 字幕入り動画制作 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ＤＶＤ制作枚数 ２枚  ２枚  ２枚  ２枚  

③ 点字による即時情報ネットワーク 

山形県立点字図書館において、著作権法の特例を活用して新聞記事などの情報を点字化し、

視覚障がい者に対するスピーディな情報提供を実施します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

延べ情報提供者数 5,036人  5,000人  5,000人  5,000人  
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④ 都道府県障がい者社会参加推進センター運営 

障がい者社会参加推進センターを障がい者福祉団体に運営委託し、社会参加促進事業及び障

がい者110番相談事業を実施します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実施箇所数 １か所  １か所  １か所  １か所  

延べ相談件数 254件  250件  250件  250件  

⑤ 奉仕員養成研修 

意思疎通支援事業に係る点訳奉仕員、朗読奉仕員等の養成・現任研修を実施します。 

ア 点訳奉仕員 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

新規養成参加人数 ８人  10人  10人  10人  

現任研修参加人数 45人  40人  40人  40人  

イ 朗読奉仕員等 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

新規養成参加人数 12人  15人  15人  15人  

現任研修参加人数 56人  50人  50人  50人  

⑥ レクリエーション活動等支援 

障がい者等の体力増強、交流及び余暇活動の推進に向けて、スポーツ・レクリエーション大

会等への参加の機会を提供します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

延べ参加人数 1,633人  3,200人  3,400人  3,600人  

（８）障害者総合支援法第77条第２項の規定により県が市町村に代わって行う事業 

① 理解促進研修・啓発事業（心の輪を広げる障がい者理解促進事業） 

障がい者等とのふれあいをテーマとした体験作文と12月の障害者週間の普及啓発のための

ポスター原画を全県から募集し、優秀作品を広く周知することにより、障がい者への県民の理

解を促進します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

作品応募数 37点  40点  40点  40点  

（９）特別支援事業 

① 要約筆記者指導者養成特別支援事業 

要約筆記者養成講座において、指導者として講師を務めることができる人材を養成するため、

全国団体が実施する指導者養成研修会へ通訳者を派遣します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修参加人数 ２人  ２人  ２人  ２人  

② 失語症者向け意思疎通支援者指導者養成特別支援事業 

失語症者向け意思疎通支援者を養成するための研修講師となる指導者を養成します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

養成人数 １人  １人  １人  １人  
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（10）地域生活支援促進事業 

① かかりつけ医等発達障がい対応力向上研修事業 

発達障がいの早期発見・早期支援のため、発達障がい者等が日頃受診するかかりつけ医等を

対象に、研修を行います。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修開催回数 １回  １回  １回  １回  

② 発達障がい者支援体制整備事業 

発達障がい者等のライフステージを通じ切れ目のない支援を行うため、県及び圏域における研

修や会議の開催、並びに「やまがたサポートファイル」の普及定着を図ります。また、発達障がい

者支援センターの地域支援機能の強化を図るため、「地域支援マネジャー」を配置します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

マネジャー設置数 １人  １人  １人  １人  

ファイル活用数 
（累計） 5,543部  6,000部  6,400部  6,800部  

③ 障がい者虐待防止対策事業 

障がい者に対する虐待を防止するため、市町村等との連携協力体制の強化及び虐待防止・権

利擁護を推進するための研修を実施します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修参加人数 251人  165人  165人  165人  

④ 障害者就業・生活支援センター事業 

障がい者の雇用を進める上では、就職や職場適応などの就業面の支援ばかりでなく、生活習

慣の形成や日常生活の管理など生活支援も重要であり、身近な地域で、就業面及び生活面で一

体的かつ総合的な支援を提供することが必要です。 

このため、職場不適応により離職した者や離職のおそれがある在職者など、就職や職場への

定着が困難な障がい者及び就業経験のない障がい者に対し、障害者就業・生活支援センターに

おいて、就業及びこれに伴う日常生活、社会生活上の支援を行うことにより、障がい者の職業

生活における自立を図ります。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

設置箇所数 ４か所  ４か所  ４か所  ４か所  

センターへ誘導する

福祉施設利用者数 
13人  15人  15人  15人  

⑤ 強度行動障がい支援者養成研修事業（基礎研修、実践研修） 

自傷、他害行為などを伴う強度行動障がいに関する研修を行い、強度行動障がいを有する人

に対し、適切な支援を行うことのできる従事者を養成します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修参加人数 285人  300人  300人  300人  
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⑥ 身体障がい者補助犬育成促進事業 

身体障がい者補助犬を使用することで社会参加が見込まれる人に対し、身体障がい者補助犬

の給付を行います。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

補助犬給付数 １頭  １頭  １頭  １頭  

⑦ 発達障がい児者及び家族等支援事業 

発達障がい児等及びその家族に対する支援の充実のため、ペアレントメンターを養成すると

ともに、メンターによるピアサポート等を通して家族支援を行います。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ペアレントメンタ

ーの人数 
35人  36人  37人  38人  

⑧ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業 

精神障がいに関する正しい知識の普及に関する研修会等を開催します。また、精神障がい者家

族を対象とする学習会等を開催し、家族の援助による精神障がい者の地域生活を支援します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修参加人数 389人  500人  520人  540人  

⑨ 障がい者ＩＣＴサポート総合推進事業 

ア パソコンボランティア養成・派遣事業 

障がい者のパソコン利用を支援するパソコンボランティアの養成及び派遣を実施します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

延べ派遣件数 100件  150件  150件  150件  

イ ＩＣＴサポートセンター事業 

障がい者に対するＩＣＴ機器の紹介や貸出、利用に係る相談対応、ＩＣＴ講習会等を実施

します。 

項 目 実績(令和４年度) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ICT講習会 延べ参加

人数(視覚障がい者) 
10人  ５人  ５人  ５人  

ICT講習会 延べ参加

人数(聴覚障がい者) 
５人  ５人  ５人  ５人  

 

３ 各事業の見込量の確保のための方策 

（１）県がこれまで行ってきた相談支援、人材育成、社会参加の促進などに係る各種の取組

を基礎とし、更なる事業内容の周知と関係機関との協力体制の強化により、各事業の見

込み量を確保します。 

（２）障がい者や家族、支援者等の意向を充分に反映した事業内容の展開を目指します。 
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第７章 参考資料   

１ 障害者総合支援法及び児童福祉法による障がい福祉サービス等の全体像 

障害者総合支援法によるサービスは、障がいの程度や勘案すべき事項(社会活動や介護者、

居住等の状況）を踏まえ、個別に支給決定が行われる「障がい福祉サービス」と、市町村の

創意工夫により、利用者の状況に応じて柔軟に実施することができる「地域生活支援事業」

に大きく分けられます。また、障がい児支援のサービスについては、通所・入所の利用形態

ごとに整理されており、身近な地域で支援が受けられる通所系サービスの実施主体は、市町村

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・居宅介護 ・短期入所
・重度訪問介護
・同行援護
・行動援護 ・計画相談支援
・重度障がい者等包括支援 ・地域相談支援

障 が いの ・療養介護
・生活介護 あ る 人
・自立訓練
・就労移行支援 自立支援医療
・就労継続支援 ・(更生医療）

・就労定着支援 ・(育成医療）

・(精神通院医療)※

　※　実施主体は県

・自立生活援助 補 装 具
・共同生活援助（グループホーム）
・施設入所支援

・相談支援事業 ・福祉ホーム ・専門性の高い相談支援事業
・意思疎通支援事業 ・訪問入浴サービス事業 ・広域的な支援事業
・日常生活用具給付事業 ・日中一時支援事業 ・人材育成　など
・移動支援事業 ・障害者虐待防止対策支援
・地域活動支援センター 　事業 など
　事業

・児童発達支援
・放課後等デイサービス 　 　・福祉型障がい児入所支援
・居宅訪問型児童発達支援 　　 ・医療型障がい児入所支援
・保育所等訪問支援

・障がい児相談支援

訪問系サービス

通所系サービス

障がい福祉サービス
（自立支援給付）

市 町 村

市 町 村

障害者総合支援法

居住系サービス

地域生活支援事業
県

通所系サービス

市 町 村

児童福祉法

県

入所系サービス

障がい児
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２ 障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービス等の種類、内容、指定事業所数 

及び定員数 

 
 

事業所数

定員

訪問系サービス

126 52 12 28 34

103 38 12 22 31

24 11 3 4 6

8 2 3 2 1

0 0 0 0 0

通所系サービス

126 42 13 30 41

3,007 938 278 941 850

7 2 0 2 3

63 22 0 28 13

16 4 0 1 11

174 40 0 18 116

31 12 6 3 10

272 135 48 18 71

26 13 5 3 5

556 341 115 40 60

169 50 20 43 56

3,577 1,089 356 970 1,162

13 8 1 0 4

居住系サービス

263 86 39 72 66

1,746 534 229 522 461

3 2 0 0 1

44 32 0 0 12

28 8 3 9 8

1,553 378 178 590 407

2 1 0 1 0

　就労に向けた支援を受けて通常の事業所に雇用された方に、就
労の継続を図るために必要な事業主との連絡調整等を行います。

共同生活援助
　夜間や休日、共同生活を行なう住居で、相談、入浴、排せつ又
は食事の介護その他の日常生活上の援助を行います。

就労継続支援Ｂ型

　重度の障がい者であって常時介護を要する方に、自宅で、入
浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事、外
出時における移動支援等を総合的に行います。

行動援護

宿泊型自立訓練

　自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、居室
その他の設備を利用させるとともに、家事等の日常生活能力の向
上させるための支援、生活等に関する相談及び助言等の支援を行
います。

庄内

自立訓練
(生活訓練)

　自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、入
浴、排せつ、食事等の生活能力の向上のために必要な訓練を行い
ます。

居宅介護
　自宅で、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除
等の家事等を行います。

サービスの内容

　自己判断力が制限されている方が行動する際に、危険を回避す
るために必要な支援、外出支援を行います。

村山

生活介護

自立生活援助
　共同生活援助又は施設入所支援を受けていた方が自立した日常
生活を営む上での問題について、定期的な巡回訪問や随時通報に
より相談に応じる等の援助を行います。

　自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体
機能の向上のための理学療法、作業療法等のリハビリテーション
等を行います。

重度訪問介護

置賜

同行援護
　視覚障がいにより移動に著しい困難を有する方が、外出する際
に必要な情報の提供や移動の援護等の必要な援助を行います。

重度障がい者等包括支援

サービスの種類

　一般企業等での就労が困難な方に、働く場を提供するととも
に、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。

　常に介護を必要とする方に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護
等を行なうとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供しま
す。

自立訓練
(機能訓練)

就労継続支援Ａ型

最上

施設入所支援
　施設に入所する方に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護
等を行います。

就労定着支援

就労移行支援
　一般企業等への就労を希望する方に、一定期間、就労に必要な
知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。

　一般企業等での就労が困難な方のうち適切な支援により雇用契
約等に基づき就労する方に、働く場を提供するとともに、知識及
び能力の向上のために必要な訓練を行います。

（令和５年４月１日現在）

　介護の必要性がとても高い方に、居宅介護等複数のサービスを
包括的に行います。
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３ 児童福祉法に基づく障がい児通所支援事業等の種類、内容、指定事業所数及び 

定員数 

 

 

 

事業所数

定員

3 2 0 1 0

280 160 0 120 0

75 29 4 21 21

216 47 9 74 86

92 40 9 22 21

地域相談支援

40 16 6 9 9

35 13 6 7 9

置賜 庄内サービスの内容 村山 最上

療養介護
　医療と常時介護を必要とする方に、医療機関において、機能訓
練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行います。

短期入所
　自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施
設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

　居宅において単身等の状況において生活する障がい者につい
て、常時の連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊
急の事態等に相談その他の便宜を供与します。

計画相談支援

　障害福祉サービスの支給決定を受けた方が、サービスを適切に
利用できるよう、本人又は保護者の依頼を受けて、サービス利用
計画を作成するとともに、サービス事業者等との連絡調整等を行
います。

地域移行支援

　障害者支援施設に入所している障がい者又は精神科病院に入院
にしている精神障がい者等について、住居の確保その他の地域に
おける生活に移行するための活動に関する相談等の便宜を供与し
ます。

地域定着支援

サービスの種類

事業所数

定員

3 0 1 1 1

90 0 30 30 30

1 1 0 0 0

60 60 0 0 0

11 6 0 4 1

190 120 0 40 30

1 1 0 0 0

30 30 0 0 0

61 33 5 13 10

642 338 58 126 120

128 70 7 27 24

1,531 893 78 269 291

3 1 0 0 2

22 12 0 7 3

75 34 8 18 15

サービスの種類 最上村山

（令和５年４月１日現在）

　障がい児の心身の状況、環境、支援に関する意向を勘案し、
「支援利用計画」を作成するとともに、通所支援事業者等との連
絡調整等を行います。

児童発達支援
　障がいのある未就学児を通わせて、日常生活における、基本的
動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等必要な支
援を行います。

　授業の終了後又は休業日に、障がいのある就学児を通わせて、
生活力の向上のために必要な訓練、社会との交流促進等必要な支
援を行います。

福祉型障害児入所施設
　障がいのある児童を入所により保護するとともに、独立自活す
るために必要な援助を行います

医療型児童発達支援センター
　障がいのある児童を日々保護者のもとから通わせて、独立自活
するために必要な援助及び治療を行います。

障がい児相談支援

居宅訪問型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

　重症心身障害児などの外出することが著しく困難な障害児の居
宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の
付与等の支援を行います。

　保育所等を訪問し、障がい児に対して、障がい児以外の児童と
の集団生活への適応のための専門的な支援を行います。

サービスの内容 置賜 庄内

医療型障害児入所施設
　障がいのある児童を入所により治療するとともに、独立自活す
るために必要な援助を行います。

福祉型児童発達支援センター
　障がいのある児童を日々保護者のもとから通わせて、独立自活
するために必要な援助を行います。
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４ 障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業（県で実施するもの） 

(１) 専門性の高い相談支援事業 
 ① 発達障がい者支援センター運営事業 
 山形県発達障がい者支援センターにおいて、発達障がいに係る支援を総合的に行う地域の拠点として、個別の相談

支援活動、普及啓発に向けた研修、関係機関との連絡調整を行い、発達障がい者等及びその家族を支援します。 
 ② 高次脳機能障がい及びその関連障がいに対する支援普及事業 
 山形県高次脳機能障がい者支援センターに専任コーディネーターを配置し、高次脳機能障がい者に対する専門的な

相談支援、関係機関との地域支援ネットワークの充実、高次脳機能障がいの支援手法等に関する研修等を行い専門的
な支援を実施します。 

 ③ 障がい児等療育支援事業 
 在宅の重症心身障がい児（者）、知的障がい児（者）、身体障がい児（者）の地域における生活を支えるため、

身近な地域で療育指導等が受けられる療育機能の充実を図るとともに、これらを支援する県域の療育機能との重
層的な連携を図ります。こども医療療育センターを中心に、地域の療育資源のネットワーク化を図り、在宅の障
がい児等及びその家族に対し療育指導・相談を行うとともに、障がい児等が在宅で十分な支援を受けられるよう
なシステムの構築を図ります。 

(２) 専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業 
 ① 手話通訳者・要約筆記者養成研修事業 
  意思疎通支援事業に係る手話通訳者及び要約筆記者の養成研修を実施します。 
 ② 盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業 
 意思疎通支援事業に係る盲ろう者向け通訳・介助員の養成研修を実施します。 
(３) 専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 
 ① 要約筆記者派遣事業 
  全県規模の集会及び会議等に要約筆記者を派遣することにより意思疎通支援を行い、聴覚障がい者の自立と社

会参加を促進します。 
 ② 盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 
 盲ろう者に通訳・介助員を派遣することにより移動等の介助を行い、盲ろう者の自立と社会参加を促進します。 
(４) 広域的な支援事業 
 ① 都道府県相談支援体制整備事業 
 圏域の相談支援体制等の整備を図るため、相談支援チーフ推進員及びブロック相談支援推進員を設置し、市町

村や地域自立支援協議会と連携して重層的な相談支援体制を構築します。 
 ② 発達障がい者支援地域協議会による体制整備事業 
 発達障がい者等への支援体制を整備するため、医療、保健、福祉、教育及び労働等の関係者で構成する「発達

がい者支援地域協議会」を設置します。 
(５) サービス・相談支援者、指導者育成事業 
 ① 障がい支援区分認定調査員等研修事業 
 全国共通の基準に基づき、客観的かつ公平に障がい者介護給付等の事務が行われるよう研修を行い、障がい支

援区分認定調査員等の資質向上を図ります。 
 ② 相談支援従事者等研修事業 
 相談支援事業に従事しようとする者及び既に従事し一定の経験を有する者に対し、相談技術の習得を目的とした

初任者研修、現任研修、特別研修及び主任研修を行うことにより、相談支援事業従事者の資質向上を図ります。 
 ③ サービス管理責任者研修事業 
 障がい福祉サービスの質を確保するため、個別支援計画の作成やサービス提供プロセスの管理等の研修を行

い、サービス管理責任者を養成します。 
 ④ 障がい者ピアサポート研修事業 
 自ら障がいや疾病の経験を持ち、その経験を活かしながら、他の障がいや疾病のある障がい者の支援を行うピ

アサポーター及びピアサポーターの活用方法等を理解した障がい福祉サービス事業所等の管理者等を養成しま
す。 

 ⑤ 身体障がい者・知的障がい者相談員活動強化事業 
 身体・知的障がい者相談員の研修を行い、相談員の相談対応力の向上と相談員間の連携を推進します。 
 ⑥ 音声機能障がい者発声訓練指導者養成事業 
 喉頭の摘出により音声機能を喪失した人の発声訓練事業に携わる者の研修を行い、指導者を養成します。 
(６) 日常生活支援 
 ① 福祉ホームの運営 
 家庭環境や住宅事情等により、居宅で生活することが困難な障がい者（但し、常時の介護及び医療を必要とす

る状態にある者を除く。）で、現に住居を求めている障がい者に、低額な料金で居室や設備を利用させるととも
に、日常生活に必要な便宜を供与します。 

 ② オストメイト社会適応訓練 
 オストメイトに対するストマ用装具や社会生活に関する講習や各種相談を行い、社会参加を促進します。 
 ③ 音声機能障がい者発声訓練 
 喉頭の摘出により音声機能を喪失した人に対して発声訓練を行い、社会参加を促進します。 
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(７) 社会参加支援 
 ① 手話通訳者設置 
 聴覚障がい者等が県庁に来庁した際や県主催のイベント等におけるコミュニケーションを円滑に行うために、

手話通訳者を設置します。 
 ② 字幕入り映像ライブラリーの提供 
 聴覚障がい者に対する情報提供を目的として、聴覚障がい者情報支援センターにおいて、字幕を挿入したＤＶ

Ｄを貸し出します。 
 ③ 点字による即時情報ネットワーク 
 山形県立点字図書館において、著作権法の特例を活用して新聞記事などの情報を点字化し、視覚障がい者に対

するスピーディな情報提供を実施します。 
 ④ 都道府県障がい者社会参加推進センター運営 
 障がい者社会参加推進センターを障がい者福祉団体に運営委託し、社会参加促進事業及び障がい者110番相談事業を

実施します。 
 ⑤ 奉仕員養成研修事業 
 意思疎通支援事業に係る点訳奉仕員、朗読奉仕員及び音訳ボランティアの養成・現任研修を実施します。 
 ⑥ レクリエーション活動等支援 
 障がい者の体力増強、交流及び余暇活動の推進に向けて、スポーツ・レクリエーション大会等への参加の機会を提

供します。 
(８) 障害者総合支援法第77条第２項の規定により県が市町村に代わって行う事業 
 ① 理解促進研修・啓発事業（心の輪を広げる障がい者理解促進事業） 
 障がい者とのふれあいをテーマとした体験作文と12月の障害者週間の普及啓発のためのポスター原画を全県

から募集し、優秀作品を広く周知することにより、障がい者への県民の理解を促進します。 
(９) 特別支援事業 
 ① 要約筆記者指導者養成特別支援事業 
 要約筆記者養成講座において、指導者として講師を務めることができる人材を養成するため、全国団体が実施

する指導者養成研修会へ通訳者を派遣します。 
 ② 失語症者向け意思疎通支援者指導者養成特別支援事業 
 失語症者向け意思疎通支援者を養成するための研修講師となる指導者を養成します。 
(10) 地域生活支援促進事業 
 ① かかりつけ医等発達障がい対応力向上研修事業 
 発達障がいの早期発見・早期支援のため、発達障がい者等が日頃受診するかかりつけ医等を対象に、研修を行

います。 
 ② 発達障がい者支援体制整備事業 
 発達障がい者等のライフステージを通じ切れ目のない支援を行うため、県及び圏域における研修や会議の開催、並

びに「やまがたサポートファイル」の普及定着を図ります。また、発達障がい者支援センターの地域支援機能の強化
を図るため、「地域支援マネジャー」を配置します。 

 ③ 障がい者虐待防止対策事業 
 障がい者に対する虐待を防止するため、市町村等との連携協力体制の強化及び虐待防止・権利擁護を推進する

ための研修を実施します。 
 ④ 障害者就業・生活支援センター事業 
 障がい者の雇用を進める上では、就職や職場適応などの就業面の支援ばかりでなく、生活習慣の形成や日常生

活の管理など生活支援も重要であり、身近な地域で、就業面及び生活面で一体的かつ総合的な支援を提供するこ
とが必要です。このため、職場不適応により離職した者や離職のおそれがある在職者など、就職や職場への定着
が困難な障がい者及び就業経験のない障がい者に対し、障害者就業・生活支援センターにおいて、就業及びこれ
に伴う日常生活、社会生活上の支援を行うことにより、障がい者の職業生活における自立を図ります。 

 ⑤ 強度行動障がい支援者養成研修事業（基礎研修、実践研修） 
 自傷、他害行為などを伴う強度行動障がいについての研修を行い、強度行動障がいを有する人に対し、適切な

支援を行うことのできる従事者を養成します。 
 ⑥ 身体障がい者補助犬育成促進事業 
 身体障がい者補助犬を使用することで社会参加が見込まれる者に対し、身体障がい者補助犬の給付を行います。 
 ⑦ 発達障がい児者及び家族等支援事業 
 発達障がい児等及びその家族に対する支援の充実のため、ペアレントメンターを養成するとともに、メンター

によるピアサポート等を通して家族支援を行います。 
 ⑧ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業 
 精神障がいに関する正しい知識の普及に関する研修会等を開催します。また、精神障がい者家族を対象とする学

習会等を開催し、家族の援助による精神障がい者の地域生活を支援します。 
 ⑨ 障がい者ＩＣＴサポート総合推進事業 
 障がい者のパソコン利用を支援するパソコンボランティアの養成及び派遣や障がい者に対するICT機器の紹介や

貸出、利用に係る相談対応、ＩＣＴ講習会等を実施します。 

 


